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1 火災の発生状況 

○ 令和元年中の総火災件数は４,０８４件であり、昨年の３,９７３件から１１１件増加 

○ 住宅火災は１,５４６件であり、昨年の１,４８４件から６２件増加（図1） 

○ 住宅火災の出火原因の内訳を見ると、「こんろ」、「たばこ」の順に多く発生（図2） 

  なお、放火１２６件のうち６０件は居住者等の建物関係者自身による放火である。 

 

 

 

2 住宅火災の死者発生状況 

⑴ 住宅火災による死者数と出火原因 

○ 住宅火災の死者は８３人発生し、昨年と比較すると１７人増加（８０人超は平成２４年以来） 

○ 高齢者が５３人であり、全体の６３．９％を占めている（図３）。 

○ 死者が発生した住宅火災の出火原因の内訳を見ると、「たばこ」、「ストーブ」の順に多くなって

いる（図4）。 

    なお、放火による死者８人のうち６人は、居住者等の建物関係者自身の放火による死者である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 「たばこ」、「ストーブ」、「こんろ」による住宅火災の死者の発生状況 

○ 「たばこ」、「ストーブ」、「こんろ」とも高齢者の死者が多く、「ストーブ」、「こんろ」について

は全て高齢者が占めている（図５）。 

○ 着火物では、「たばこ」でふとん等が最も多くを占めているほかには、特出して多くを占めている 

ものはない（図6）。 

  

  

  

 

      

 

 

 

令和元年中の住宅火災による死者の発生状況 

図2 住宅火災の出火原因の内訳（令和元年中） 

図 3 住宅火災の死者の推移 
図 4 死者の発生した住宅火災の出火原因の内訳 

                （令和元年中） 

図 5 高齢者の死者の発生状況（令和元年中） 図 6 着火物別の死者発生状況（令和元年中） 

ｎ＝８３ 
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図1 過去 10 年間の火災の発生件数の推移 
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○ 「たばこ」、「ストーブ」の各出火原因の特徴について見ると、「たばこ」では寝たばこ等によ

る「火源が落下する」火災で死者が多く発生している（図７）。 

○ 「ストーブ」では「電気ストーブ」を発火源とした火災が半数以上となっている（図８）。 
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ｎ＝８３ 

図９ 住宅用火災警報器等設置状況別の住宅火災による死者 
（令和元年中） 

図 1０ 過去 3年間の着衣着火による住宅火災の件数及び死傷者数 

4 着衣着火による住宅火災の発生状況 

着衣着火による住宅火災は４７件発生し、２人の死者及び４７人の負傷者が発生している。死者

はいずれも高齢者であった（図１０）。 

3 住宅用火災警報器等設置状況別の住宅火災による死者発生状況 

東京消防庁管内の住宅における住宅用火災警報器等の設置率は約９割である。しかしながら、住宅

火災による死者８３人中、住宅用火災警報器等が設置されていない住宅における死者は４１人であ

り、半数近くを占めている。（図９）。 

図7   たばこ経過別死者数 

  （令和元年中） 
図８  ストーブ発火源別死者数

（令和元年中） 
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※ 令和元年中の数値は全て速報値であり、今後変更になる場合がある。 
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モデル消防署での試行概要等 
 

○内容 
正常に作動していたり、電池が切れていない場合でも、１０年経過で交換が必要なこと 等 

○方法 
 防火防災診断、防火防災訓練、チラシ、ＳＮＳ、ホームページ等による広報 

モデル消防署（野方消防署、本田消防署）において、共同購入を試行するとと

もに、全消防署において重点的な広報を行い、効果・課題等を検証した。 

 

≪試行期間≫ 

令和元年１０月２９日（火）から令和元年１2月３１日（火）まで 
 

共同購入のメリット 
・次回の交換時期が揃うため、交換忘れを防止 ・地域のつながりが深まり、防災力が向上 

・防火体制の強化              ・悪質な訪問販売等からの被害防止 

 

 

 

消防署 

 

 町会の集会等で説明 

町会 

 

（一社）日本火災報知機工業会、区市町村、家電メーカー等 

マッチングを 

サポート 

○ 広報における重点項目（全消防署での実施） 
 

○ 町会単位での共同購入（野方消防署・本田消防署で試行） 
 

町会加入者 

 

自分で交換済み等 

 

重点的に広報 
 

・正しく伝わっていない 

 （正常に作動しているから 等） 

・知らない 

（新築時から付いている 等） 

・未設置 

共同購入なし 

 

町会未加入者 

 

共同購入あり 
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１ 共同購入の経過  

⑴ 共同購入事例 

事例１：中野区Ａ町会（９５２世帯） 

 

 

事例２：中野区Ｂ町会（３,５５０世帯） 

≪町会のサポート内容≫ 

・取付困難な世帯に対し、青年部が取付支援を行う予定 

 

 

 

 

 

 

９月 町会長へ説明 消防職員から町会長に対して、共同購入について個別

説明し、町会の役員会時に説明したい旨を依頼して了

承を得る。 

１０月１９日 町会役員会で

説明 

定期的に開催される町会の役員会で、消防職員が住宅

用火災警報器の交換の必要性、共同購入のメリット等

を説明（資料３－２参照） 

１２月２０日 打ち合わせ① 町会の役員会において業者が機種・料金等を説明 

回覧用チラシの作成を、町会から消防署に依頼 

１２月２７日 打ち合わせ② 回覧用チラシの内容を、町会役員と消防署で最終確認 

１月１５日 募集 回覧開始（資料３－３参照） 

２月下旬 取りまとめ 回覧取りまとめ完了予定 

３月上旬 購入・配布 購入希望者へ配布予定 

８月６日 町会役員会で

説明 

定期的に開催される町会の役員会で、消防職員が住宅

用火災警報器の交換の必要性、共同購入のメリット等

を説明（資料３－２参照） 

９月上旬 打ち合わせ① 町会が決定した共同購入担当者と、共同購入の進め方

について消防署と調整 

１１月 打ち合わせ② 消防署で作成した回覧用チラシの内容を、町会担当者

と確認 

令和２年１月 募集 回覧開始 

２月下旬 取りまとめ 回覧取りまとめ完了予定 

３月上旬 購入・配布 購入希望者へ配布予定 

モデル消防署での試行経過結

果 

資料３ 



事例３：葛飾区Ｃ連合町会（８町会、７，０８２世帯） 

 

 

事例４：葛飾区Ｄ連合町会（４町会、５,３６６世帯） 

 

 

 

 

 

８月１日 町会長会議で

説明 

Ｃ連合町会の町会長会議において、消防職員が住

宅用火災警報器の交換の必要性、共同購入のメリ

ット等について説明 

９月 町会役員会で

話し合い 

定期的に開催される各町会の役員会で、それぞれ

共同購入について町会役員が話し合いを実施 

１０月２日 打ち合わせ① 消防署が作成した共同購入回覧チラシ（案）を連

合町会長に提示 

１０月６日 打ち合わせ② 各町会担当者と取扱業者との調整 

（製品、価格、納品方法等について話し合う） 

１１月中旬 募集 共同購入チラシを回覧（資料３－４参照） 

１２月１５日 取りまとめ 共同購入募集締め切り 

１２月２０日 購入 取扱業者に発注（７町会３２８個） 

１月１０日 納品 

配布開始 

取扱業者が地区センターに納品 

各町会担当者が受領し、各世帯に配布開始 

１月末まで 配布完了 各世帯に配布完了予定 

８月２８日 町会長会議で

説明 

Ｄ連合町会の町会長会議において、消防職員が住

宅用火災警報器の交換の必要性、共同購入のメリ

ット等について説明 

９月 町会役員会で

話し合い 

定期的に開催される各町会の役員会で、それぞれ

共同購入について町会役員が話し合いを実施 

１０月３日 打ち合わせ① 消防署が作成した共同購入回覧チラシ（案）を連

合町会長に提示 

１１月２０日 打ち合わせ② 連合町会長と消防署で、消防署が作成した購入申

込書、共同購入回覧チラシの最終確認 

１月６日 募集 共同購入のチラシを回覧 

１月１５日 打ち合わせ③ 各町会担当者と取扱業者との調整 

（納品方法、支払方法等について話し合う） 

２月１５日 取りまとめ 共同購入募集締め切り 

２月下旬 納品予定 取扱業者が地区センターに納品 

各町会担当者が受領し、各世帯に配布開始予定 



事例５：葛飾区Ｅ町会（１,５７７世帯） 

 

⑵ モデル消防署及び共同購入実施町会からの意見 

ア モデル消防署からの意見 

推奨事項：①義務化当時に共同購入実績がある町会は、前向きに検討してもらうこ

とができた。 

      ②住宅用火災警報器の維持管理・共同購入について、パワーポイントで

説明資料を作成したことで、町会に対し、分かりやすい説明を実施で

きた。 

③町会長会議や町会の役員会で説明することで、疑問点や問題点につい

て、その場で消防職員が回答することができた。 

 

課題 ：  ①多くの町会を有する消防署もあり、職員が分担して説明する際には、

説明者が異なっても統一した説明ができるよう、資料・マニュアルが

必要である。 

②町会員が最も関心を持っているのは価格であることから、事前に価格

を把握しておく必要がある。  

③住宅用火災警報器が一度も鳴動したことがないという世帯が多く、関

心を示さない参加者もいた。 

 

イ 町会からの意見 

推奨事項：①購入希望者の募集は、町会回覧が効率がよかった。 

      ②共同購入により、安価な価格を提示でき、多くの購入希望があった。 

    

課題 ：①集金、配布等、役員負担が大きい 

      ②町会未加入者も多く、回覧だけでは伝わらない。      

③消防機関が共同購入をすすめることに疑問がある。 

      ④住宅用火災警報器の受けパーツ（土台）がそのまま使えた方がよい。 

９月１３日 町会長会議で

説明 

連合町会長会議において、消防職員が住宅用火災

警報器の交換の必要性、共同購入のメリット等に

ついて説明 

９月下旬 町会役員会で

話し合い 

定期的に開催される各町会の役員会で、それぞれ

共同購入について町会役員が話し合いを実施 

８つの町会がある連合町会であったが、Ｅ町会の

みが単独で共同購入を行うこととする。 

１０月２２日 打ち合わせ① 消防署が作成した共同購入回覧チラシ（案）を、

町会長に提示 

１１月２０日 打ち合わせ② 町会長と消防署で、消防署が作成した購入申込

書、共同購入回覧チラシの最終確認 

３月（予定） 募集 共同購入募集を開始予定 



 

⑶ 共同購入に至らなかった町会の理由 

 ア 町会役員の負担が大きい。 

 イ 補助金がなく、全額個人負担となることに対して、町会役員の理解が得られなか

った。 

 ウ 購入申込書のみを町会内で回覧するのみとし、後は各世帯で購入や受取ができる

仕組み（町会が間に入らず、各世帯が業者と直接やりとりを行う）があればよかっ

た。 

  

２ 重点的な広報の経過 

 ⑴ 広報手段等 

ア 横断幕の作成 

各種行事の広報展示コーナーで使用できるように、長机に設定可能な横断幕を

作成し、住宅用火災警報器の本体交換の必要性を地域住民へ周知した。 

 

イ 防災訓練、自衛消防訓練での広報 

ウ 防災メールマガジン、署ＨＰ、区広報誌、ＦＭラジオ、駅構内の掲示板等 

エ 総合的な防火防災診断時の広報 

オ スーパーの店頭やホームセンターで広報キャンペーン 

カ チラシの作成（資料３－５参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑵ 推奨事項と課題 

 ア 推奨事項 

① 防災訓練会場で広報ブースを設けることで、設置後１０年での本体交換の推

奨とともに、共同購入について多くの訓練加者の関心を得ることができた。 

② 防災講話の機会に、近隣での火災を知らせるとともに、住宅用火災警報器の

奏功事例を紹介することで、本体交換や共同購入についての重要性を再認識し

てもらうことができた。 

 

 イ 課題 

① 消防職員が統一した広報ができるように、住宅用火災警報器の点検、交換の

広報要領（マニュアル）が必要 

② 説明用として住宅用火災警報器の実機モデルがあるとよい。 

③ 高齢者の一人暮らしの方等では、購入しても取り付けられない方が多くいる。 

 

 



 

 

 

 

 

 

本日は、野方消防署から、３つのお話しさせて頂きます。 

① 火災による被害の軽減には、住警器の設置が不可欠です。 

② 住警器は、１０年を目安として交換をお勧めしています。 

③ 「１０年経過した住警器の本体交換」に、ご協力をお願いします。 

 

 

住民の皆さんにとっては、いざ本体交換をしようと思っても、

どの住警器を購入したらよいか迷ってしまうものです。ひとり

暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯などには、ご自身で取り付

けることが困難な場合も考えられます。こうした場合は、共同

購入（地域でまとめて購入）し、「１０年経過した住警器の本体

交換」をすすめてみましょう。 
 

 

 「共同購入」とは、町会・自治会で購入する製品を選び、

町会・自治会員の皆さんとまとめて住警器を購入する方法

です。ある程度まとまった個数を一括購入する共同購入で

は、注文個数によっては割引があるので、「お得感」もあり

ます。 
 

３ 防火診断をする日は？ 

共同購入で１００個以上購入すると、１個あたりの価格は、●, ●●●円～ 

●, ●●●円です。（取付けは、個人で行うことになります。） 
 

 

 業者によって、住警器本体・取付け（取外し）・処分料・ 

出張費が異なります。取付け業者と相談し、納得のいく 

業者を選んでください。 

 

 

☛ 住警器には、１０年を目安として交換が必要であることをお知らせしてく 

ださい。 

☛ 今後、野方消防署で町会・自治会を単位とした希望者に対する共同購入に 

ついて説明をさせて頂きたく、引き続き、機会の提供などをお願いします。 

１ 本日、野方消防署がお話しすることは？ 

３ 地域でまとめて購入するには？ 

４ 共同購入すると、どのくらいの価格で購入できる？ 

２ 地域の皆さんに本体交換してもらうためには？ 

５ 「取付け」も一緒に発注できるの？ 

６ 町会・自治会の役員の皆さまへのお願い 

※ イラスト等の出典元：一般財団法人日本防火・防災協会 
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各   位 

                          ●●町会 

                        会 長 ●● ●● 

 

住宅用火災警報器（煙式）の共同購入について 

 

 住警器の設置が義務付けられた際に設置した皆さんのお宅の

住警器は、１０年以上経過をしていませんか？ 

古い住警器は、電子部品の寿命で作動しない場合があります。 

１０年を目安に本体を交換しましょう。（裏面につづく） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 住警器の設置場所は、全ての居室・台所・階段です。上の図の    部分となります。 

「住宅用火災警報器の設置場所」 

回 覧 
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今回、●●町会で、『住警器の共同購入』を企画しました。発

注先は●●株式会社です。 

価格等は、下表のとおりです。 

住宅用火災 

警報器の価格 

１個当たりの価格 ●,●●●円（税込） 

※ 300 個以上の購入で●,●●●円（税込）にな

ります！ 

取付け方法等 
販売業者による取付けはなく、ご自身での取付け

となります。 

取付ける場所は 壁（天井でも可） です。 

処分方法 ご家庭毎に処分 

電池と本体を分け、 

電池－乾電池回収ボックス 

本体－燃やすごみ 

 

 

 

 

 

別紙の「申込書」に必要事項を記入し、班長もしくは地区長に

提出してください。 

<●●社製住警器の特徴>  

１ 壁掛けタイプ（取付けが簡単） 
２ 電池内蔵タイプ（ボタンを押すだけで監視スタート） 
３ 非火災鳴動を低減（虫やホコリは入りにくい構造） 
４ 設置環境を自動学習（鳴動までの時間を自動的にコントロール） 



 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

住宅用火災警報器 
～設置と維持管理を～ 

 

 

 

 

。           

 

10 年間働いた 

警報器はもう 

へとへとです。 

住警器の 

交換目安は 

 
 

本体に記載の 

設置年月を確認 

してください。 

どうして取り替えな

きゃいけないの？ 

10 年！ 
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または 

 
  

ピー、ピー、火事です！火事です！ 
  連動型の住宅用火災警報器は、

設置された全ての部屋で一斉に

鳴動するため、火災の早期発見

に有効です。 

本体のボタンを押すか、付属のひもを引いて点検できます。 

正常な場合、正常を知らせる音声や警報音が鳴ります。 

ボタンを 

押す！ 
ひもを 

引く！ 

 住宅用火災警報器は古くなると電子部品の劣化や電池切れなどで火

災を感知しなくなることがあります。 

 設置年月日を確認し、設置１０年を目安に本体の交換を検討しま

しょう！ 

住宅用火災警報器の点検方法 

東 京 消 防 庁 
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● 壁に取り付ける場合 

  居間、リビング、子供部屋、寝室などの各居室と階段、台所の天井または壁に設置が必要です。 

  （浴室、トイレ、洗面所、納戸などは含まれません。） 

  自動火災報知設備やスプリンクラー設備が設置されている部屋等は、設置の必要はありません。 

≪ここに注意！！≫ 

► エアコンの吹き出し口や換気口などの位置から、１．５ｍ以上離しましょう。 

► ストーブなどの熱または煙の影響を受けない位置にしましょう。 

 

ご相談・お問合せは、最寄りの消防署へ 

ホームページ  https://www.tfd.metro.tokyo.lg.jp 

※ 区市町村によっては、住宅用防災機器等の給付または助成事業を実施している場合があります。 

  詳しくは区市町村の各担当課へお問合せください。 
 
  東京消防庁 防災部 防災安全課 生活安全係 住宅防火対策担当 TEL 03-3212-2111(内線4196) 

 

ご注意ください 

 警報器の機種によって、取り付けの注意点が異なります。製品に付属している取扱説明書を必ず確認

してください。 

 取り付けは、高所での作業となり、転倒や落下などの危険があります。安定した足場を確保して、 

作業を安全に行ってください。 

  天井から１５cmから５０cm以内に住宅用火災警報器の中心がくるように取り付けます。

 

● 天井に取り付ける場合 

 壁やはりから６０cm以上離れた、

天井の中央付近に取り付けます。 

（熱式の場合は、４０cm以上） 

住宅用火災警報器の取り付け場所は？ 

住宅用火災警報器の取り付け位置は？ 

VEGETABLE 

OIL INK マーク 

リサイクル適正 

マーク 

 本リーフレットは、目の不自由な方へ情報提供できるよう視覚障害者用音声コードと位置認識のため切込み

を入れています。専用読み取り機によりコードの読み取りをすると、音声に変換され、文書内容が読み上げら

れます。 

※ 専用読み取り機の給付等については、区市町村の障害福祉担当課へお問合せください。 

http://www.tfd.metro.tokyo.jp


 

 

 

１ 消防職員用資料（マニュアル）の作成 
町会の数が多く、多数の職員が関わることから、職員が同じ認識で説明にあたる必

要がある。また、職員自身が、各町会の仕組み等を理解するとともに、町会側が少ない

負担で実施で取組めることなどを説明し、理解を得る必要がある。 

 

 

 

 

２ 共同購入が実現しなかった町会等への働きかけ 
 モデル消防署では、管内の多くの町会を対象に共同購入を働きかけたが、共同購入

に至ったのは一部の町会のみとなった。町会の負担を軽減しながら、ねばり強い働き

かけが必要である。 

  

 

 

 

 

 

 

３ 町会単位での共同購入に参加できない世帯への働きかけ  
   町会単位での共同購入に参加できない世帯や、町会未加入世帯へのフォローが必要

である。 

 

 

 

 

４ 取付支援体制 
１町会で青年部による取付支援が実施されたが、他の町会では町会員等の負担や、取

付までを含めた場合の費用等がネックとなった。消防署と町会で取付方法について話し

合っておく必要がある。 

 

 

 

 

 

５ 費用負担の軽減 
交換にあたり、費用面に対する関心が高いことから、共同購入における低価格化を実

現していく必要がある。 

 

 

 

 

 

モデル消防署での試行を踏まえた共同購入の推進 
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○ 青年部等の共助による取付支援の推奨 

○ 区市町村の実施する補助事業のメニューとしての取付支援の導入・拡充 

○ 職員用の資料（マニュアル）の作成（イメージ：資料４－２） 

 

○ 共同購入のメリットの説明 

○ 共同購入フロー(例)の説明 

○ 町会内での役割分担や取付支援体制（例）の説明 

○ 共同購入募集、申込用の回覧板（例）の説明 

○ 共同購入のムーブメントによる低価格化の実現 

○ 区市町村の実施する補助事業の充実（室内信号装置等を含む） 

○障害者団体、ＰＴＡ、会社、スポーツ・文化活動の団体等への共同購入の働きかけ 



 

住宅用火災警報器の共同購入推進のための 
消防職員用マニュアル構成（案） 

 
１ 住宅火災の概要 

２ 条例基準の概要 

設置室・設置位置・住宅用火災警報器の種類・維持管理等 

３ 区市町村による高齢者、障害者に対する補助内容 

４ 住宅用火災警報器の効果（奏功事例） 

５ 維持管理･点検の必要性 

６ 設置後１０年経過での本体交換の必要性 

７ 共同購入のメリット 

８ 共同購入の流れ（モデルケース） 

○ 区市町村との事前打ち合わせ 

 ・町会長会議等への議題のエントリー 

 ・補助金等の制度についての確認 

 ・広報活動への協力依頼 

○ 防火防災訓練や防災講話での広報 

 

 

 

○ 説明（１回目）: 町会長（個別説明、町会長会議等での説明） 

    ・共同購入のメリットの説明 

          ・共同購入フロー（例）の説明、調整 

    ・役割分担や取付支援体制（例）の説明、調整 

     （町会側の負担感を少なくする工夫） 

          ・共同購入募集、申込用の回覧板（例）の説明、調整 

○ 町会における意思決定 

○ 町会と業者との調整 

 ・値段 

・配布、回収方法 

・取付サービスの有無 

・支払、集金方法 

○ 説明（２回目）: 町会役員会 

          ・共同購入のメリットの説明 

 ・共同購入フローの説明 

          ・具体的な進め方の調整 

○ 説明（３回目）: 希望者 

 ・本体交換の必要性の説明 

          ・共同購入のメリットの説明 

○ 回覧･希望者とりまとめ 

○ 配布･設置（交換）･廃棄 

９ 共同購入の様々なケース 

障害者団体、PTA、会社、スポーツ･文化活動団体、インターネット活用等 

１０ フォーマット 

○ 維持管理･共同購入の広報用チラシ 

○ 共同購入募集、申込用の回覧板 

１１ ＦＡＱ（よくある質問） 

１２ 問合せ・相談先 

１３ 参考資料 

資料４－２ 

町
会
の
規
模
・
慣
例
等
を
参
考
に
調
整
す
る 

説明パターン 



 

共同購入の流れ 
 

モデル消防署の試行結果より、町会長に話を持ちかけ、購入に至るまでは、約半年

の期間を有することから、今後、全消防署で取組むにあたり、大まかな流れ（例）を

示す。 

実施月 内容 詳細 

 

２月下旬 

・各消防署に実施方

法等を通知 

◎共同購入の職員用マニュアル 

事前準備 

・説明用チラシ、回覧用チラシの準備 

 

 

 

 

 

 

３月 

 

 

６月 

 

・各町会長に共同購

入の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・町会役員会 

◎春の火災予防運動（３月１日から３月７日ま

で）の期間（前後を含む）に合わせ、各町会

長に共同購入について説明 

◎防火防災協会総会、連合町会長会議等に合わ

せ、共同購入について説明 

・職員向けマニュアル及び事前準備資料等を活  

 用 

・取付が困難な世帯に対する取付支援について、

事前に町会長に相談 

 

 

◎町会役員会において、消防職員が住宅用火災

警報器の交換の必要性、共同購入のメリット

等を説明 

◎希望があれば希望者のみを集めた説明会を実

施 

４月 

 

 

６月 

・取扱業者との打ち

合わせ 

・回覧用チラシの確

認 

◎各町会担当者と取扱業者との調整 

(製品、価格、納品方法等について話し合う) 

◎町会と消防署で、消防署が作成した購入申込

書、共同購入回覧チラシの確認 

５月 

 

７月 

 

・募集 

 

◎回覧板にて募集開始 

６月 

 

８月 

・取りまとめ 

・取扱業者との打ち

合わせ 

◎回覧取りまとめ完了 

◎納品方法等について最終確認 

７月 

 

９月 

 

・購入・配布 

 

◎購入希望者へ配布 

資料４－３ 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 



 

 

 

 

 

 

1 相談窓口の設置 
都民や町会役員等が、気軽に相談できる窓口を設置することで、住宅用火災警報器に

関する疑問にすぐに対応できる仕組みを作る（職員対応マニュアルの整備）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ プロモーション映像を活用した広報 
訴求効果の高いプロモーション映像等を制作し、各種イベントや街頭等で放映するこ

とで、イベント参加者や通りがかりの人など、多くの都民に住宅用火災警報器の維持管

理・交換の必要性を知ってもらう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 関係機関と連携した広報 
 関係機関と連携して、より効果的な広報を行う。 

 

  

 

新たな広報施策について（案） 
資料５ 

 

～イメージ～ 

住宅用火災警報器は 
何年位で交換したらいいですか？ 

 

古い住宅用火災警報器は電子部品の劣化や電池切
れで、火災を感知しなくなる場合があります。
10年を目安に本体交換を検討してください。 

 

はい、東京消防庁住宅用火災警報器 

相談窓口です。 

 

～プロモーション映像のイメージ～ 

・住宅用火災警報器って何？ 

・どういう効果があるの？ 

・いざという時に鳴らないとどうなるの？ 

・維持管理の方法は？ 

・本体交換のタイミングは？ 

～連携のイメージ～ 

※画像は一般社団法人日本火災報知機工業会ＨＰより引用 

・都民向けの広報資料の作成等 

 



 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

だれもが住宅火災による危険を感じることなく、安全・安心を当たり前のこととして享受できる社会を実現するため、 

住宅用火災警報器をはじめとする住宅防火対策の将来構想案を提言する。 

  
  

 
 

住宅用火災警報器の多様化に柔軟に対応できる仕組みづくり     
  IoT や AI 等との連携を推進するため、住宅用火災警報器の多様化に柔

軟に対応できる仕組みをつくる。 

 
 

IoT による様々な機器・機能との接続                  
インターネットと住宅用火災警報器の接続により、防犯カメラやスマ

ートメーター等の機器や、スマート住宅、防犯や高齢者・子どもの見

守り等の機能との接続を実現する。 

 
 

AI 搭載による性能の改善                         
住宅用火災警報器への AI 搭載により、

ディープラーニングによる火災・非火災

の判定精度の向上や、高所に設置するこ

とを要しない機器（センサー等による火

災感知の実現）等、機器の高性能化を実

現する。 
 

  

 
 

所有者登録と点検・交換通知制度の導入                 
購入時の「所有者（ユーザー）登録」と、設置から１０年経過時の「点

検・交換通知」制度の導入により、本体交換漏れを防止する。 
 

 

多様な主体と連携した定期的な点検の実施                                 
住宅の契約時や入居時・引き渡し時に、居住者に対して、住宅用火災

警報器の取扱・点検・交換についての説明を実施する仕組みをつくる。

また、住宅メーカーが実施する住宅の定期点検や、ガス会社が実施す

るガス漏れ警報器の点検・交換時等、定期的に住宅を訪問・点検する

事業者等と連携して、住宅用火災警報器の定期的な点検を推進する。 
 

IoT による機器の状態把握（ユーザー、事業者）               
インターネットと住宅用火災警報器の接続により、ユーザーやメーカ

ーが常に住宅用火災警報器の状態を把握できる仕組みを構築する。 
 

「住宅部品点検の日」（10 月 10 日）における点検の推進                         
「住宅部品点検の日」（10月 10 日）における住宅用火災警報器の点検

を推進する。 
 

 

 
 

住宅防火対策の評価の仕組みづくり               
先進的な防火対策を実施している住宅や、住宅用火災警報器の適切な維持管理を実施している住宅に対して、公的に評価できる仕組みをつくる。 

 

 

 

住宅防火対策の将来構想について（提言案） 

住宅用火災警報器のあり方 

 

住宅用火災警報器の維持管理のあり方 

安全に生活できる住宅の評価のあり方 

    

 

 

資料６ 



 

 

 

 

 

 

 

 

第１５期東京都住宅防火対策推進協議会

（第３回）議事録 

 

 

 

 

 

            日時：令和２年２月５日（水） 

               １４：３０～１６：３０ 

 

            場所：ＫＫＲホテル東京１１階「白鳥」 

 

  



1 

 

午後２時３０分 開会 

 

１ 開   会 

 

○事務局（竹内） 始めに、お手元の資料の確認をいたします。一番上から次第、めくっ

ていただいて名簿、席次表。資料１、めくっていただいて参考と書かれたものが５枚ござ

います。そして資料２。資料３が３枚、めくっていただくと３－２が１枚。続いて３－３、

３－４、３－５が２枚ございます。続いて資料４、めくっていただいて４－２、４－３。

続いて資料５。めくっていただき、横書きで資料６。最後に参考として、前回の会議録を

添付しております。不足等はございませんでしょうか。 

 ただいまから第１５期東京都住宅防火対策推進協議会（第３回）を開催いたします。本

日の会議終了は午後４時３０分を予定しております。長時間となりますが、よろしくお願

いいたします。 

 それでは、開会に当たり関澤会長、御挨拶をお願いいたします。 

 

２ 会長あいさつ 

 

○関澤会長 それでは、開会に当たりまして、簡単に御挨拶させていただきます。 

 前回から今日まで少し時間があきましたけれども、この間に、沖縄で首里城の火災があ

ったり、火災が相変わらず大きな関心を呼んでおります。また、後で御報告があると思い

ますけれども、令和元年、２０１９年は、過去１０年間で２番目に、住宅火災による件数

も死者も多くなったということで、しばらく非常に低い水準で来ていたのが、一昨年、昨

年と、また増えつつあるような傾向が見えております。 

 そういうことで、この住宅防火対策はますます重要性を増しておりますので、本日も皆

さんの熱心な御討議をお願いしたいと思います。 

 まず挨拶とさせていただきます。 

○事務局（竹内） ありがとうございました。 

 続いて、今回より御参加いただきました委員の皆様を御紹介いたします。 

 社会福祉法人東京都社会福祉協議会地域福祉部長、川井委員。 

○川井委員 川井でございます。よろしくお願いいたします。 
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○事務局（竹内） 東京都民生児童委員連合会の松尾委員におかれましては、役員の交代

により、本協議会より角谷幸子様に御参画いただいております。 

○角谷委員 角谷でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○事務局（竹内） 続きまして、本日御欠席の皆様です。伊藤委員、佐藤委員、柴宮委員、

野村委員、八木オブザーバーにおかれましては御欠席との御連絡をいただいております。

また、東京都町会連合会会長、鈴木孝雄委員におかれましては、御逝去されたことをこの

場で御報告いたします。 

 本協議会は、第１５期東京都住宅防火対策推進協議会運営要綱第４条に定められたとお

り、原則公開とさせていただき、会議結果におきましてもホームページ等で公開する予定

でございますので、あらかじめ御了承ください。 

 それでは、次第に基づいて会議を進行していきます。会議の進行につきましては関澤会

長、よろしくお願いします。 

 

３ 議   事 

（１）令和元年中の住宅火災による死者の発生状況 

 

○関澤会長 それでは、議事次第に従いまして進めさせていただきます。 

 最初に議事（１）「令和元年中の住宅火災による死者の発生状況」について御報告をお

願いいたします。 

○事務局（竹内） 事務局より御報告いたします。本協議会の審議内容とは異なりますが、

令和元年中の住宅火災の概要がまとまりましたので、情報提供として御報告いたします。

資料の数値は速報値でありまして、今後、若干の修正が入る場合もありますので、御了承

ください。 

 まず最初に図１をご覧ください。青色が総火災件数を表しております。昨年度は４，０

８４件。前年と比べて１１１件増加しております。赤色が住宅火災件数、緑色が建物から

出火した火災件数です。建物から出火した火災とは、飲食店や工場等を含んだものです。

ともに前年と比較して増加しています。 

 図２は、住宅火災の出火原因の内訳です。こんろ、たばこ、放火の順に多く発生してい

ます。３番目に多い放火ですが、１２６件のうち６０件は建物関係者自身による放火によ

るものです。 
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 図３は、住宅火災の死者の推移です。住宅火災による死者は、昨年と比較して１７人多

い８３名です。高齢者の割合は例年７割を超えていましたが、昨年は６３．９％でした。 

 図４は、死者の発生した住宅火災の出火原因の内訳です。住宅火災の死者は自損を除い

ております。原因は、たばこ、ストーブ、放火の順に多くなっています。３番目に多い放

火ですが、８名のうち６名は建物関係者自身による放火によるものです。 

 図５は、高齢者による死者の状況です。ストーブ、こんろについては、全て高齢者が占

めています。 

 右下の図６は、着火物別の死者の発生状況です。たばこでは、ふとんが最も多くを占め

ています。 

 おめくりいただき、資料７、裏面になります。たばこの経過別死者数です。たばこの原

因としては、火源の落下が多くを占めています。 

 図８は、ストーブの発火原因別の死者数で、半数は電気ストーブが原因です。 

 図９は、住警器等設置状況別の住宅火災による死者です。東京消防庁管内の住警器は設

置率が９割ですが、住宅火災の死者は８３人中、住警器等が設置されていない住宅におけ

る死者は４１人で、半数を占めています。 

 図１０は、過去３年間の着衣着火による住宅火災の件数及び死傷者です。着衣着火によ

る住宅火災は４７件発生し、２人の死傷者と４７名の負傷者が発生しています。死者はい

ずれも高齢者でした。 

 以上が令和元年中の住宅火災の概要です。 

 次に、「参考」と書かれた資料ですが、こちらは令和元年中の火災による死者をさらに

詳しく分析したものです。時間の関係上、細かい分析結果は省略させていただきます。 

 説明は以上です。 

○関澤会長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの事務局からの御説明に対しまして何か御質問、御意見ありました

ら、どうぞお願いいたします。 

 私から一つだけ、申しわけないですけれども。最初のページで、放火による死者８人の

うち６人が建物関係者自身による放火というのは、いわゆる放火自殺と理解してよろしい

のでしょうか。 

○事務局（竹内） 原因が特定できないものはあるのですが、可能性としてそれがあると

いうことで、断言できるものではございません。 
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○事務局（小倉） 放火、自損の場合、明らかな場合は除いていますので、こちらには入

っていない状況です。 

 建物関係者、御家族の方が亡くなった場合ですとか、家族が放火して、ほかの家族の方

が亡くなった場合等がこちらには含まれている。あと、放火、自損も疑われますが、はっ

きりとはわからないといったものもこちらに、自損目的なのかといったところがはっきり

しないものも、こちらに含まれております。 

○関澤会長 この中には放火自損は含まれていないと。 

○事務局（竹内） 明らかな自殺を図ったものにあっては除いています。 

○関澤会長 わかりました。 

 ほか、よろしいでしょうか。 

○小澤委員 小澤です。お伺いしたいのですが、２ページ目の３番に住宅火災による死者

発生状況という数値が示されていて、８３人亡くなったうち、住宅用火災警報器が設置さ

れていない住宅における死者は４１人ということなのですが、そのほかの亡くなった方は、

おうちに住宅用火災警報器が設置されていたというように承知してよろしいのでしょうか。 

○事務局（竹内） そのとおりです。住警器以外にも、マンションの場合はスプリンクラ

ーとか、自動火災報知設備もあるのですが、それを含めた数値となっております。 

○小澤委員 ありがとうございます。 

○関澤会長 ほかによろしいでしょうか。 

 それでは、今日は幾つか実際に行った今年度の事務局の報告がございますので、本題の

方に移らせていただきます。 

 

（２）モデル消防署における試行概要等 

 

○関澤会長 それでは、（２）「モデル消防署における試行概要等」について事務局から

御説明をお願いいたします 

○事務局（竹内） 御説明いたします。資料２をご覧ください。前回の会議でも使用した

ものですが、振り返りのため再度御説明させていただきます。 

 モデル消防署において共同購入を実施しました。内容としては、消防署が町会と家電メ

ーカーなどとのマッチングをサポートし、共同購入の実施方法、有効性などを検証しまし

た。また、下のほうですが、全消防署において、住警器の設置後１０年での本体交換の広



5 

 

報を様々な手法で実施し、効果、課題等を検証しました。  

 それでは、その試行経過について御説明します。おめくりいただき、資料３をご覧くだ

さい。 

 まずは、共同購入の試行経過からです。野方消防署から２事例、本田消防署から３事例

を紹介いたします。 

 事例１ですが、中野区の町会です。９月に町会長個人に消防職員が共同購入について説

明し、町会の方々に説明したい旨を依頼しました。１０月に町会の役員会で消防職員から

住警器の交換の必要性、共同購入の進め方などを説明しました。 

 資料を３枚めくっていただくと、３－２がございます。野方消防署で作成したものです。

このようにＡ４、１枚でまとめた用紙を使用して、町会にわかりやすく御説明いたしまし

た。 

 お戻りください。賛同していただけた町会に対して、１２月の町会役員会で、町会が決

めた業者と機種や料金等について打ち合わせをしました。業者の選定にあっては、日本火

災報知器工業会様から、各町会の近くにあるメーカーを幾つか紹介していただきました。

その紹介先から町会が選んで打ち合わせをしたということになります。また、町会から依

頼がありまして、回覧用のチラシを消防署で作成しました。 

 ４枚めくっていただくと資料３－３がございます。このような回覧用チラシを活用して、

１月１５日から募集を開始しました。 

 お戻りください。今月下旬に取りまとめ、３月上旬に購入者へ配布予定となっておりま

す。 

 続いて、事例２です。購入の流れはほぼ同じなので省略します。この町会の特徴として

は、町会に青年部がありまして、取りつけ困難な世帯に対して青年部が取りつけ支援を行

う予定でございます。 

 おめくりいただき、裏面、事例３になります。事例３から５は葛飾区の事例です。幾つ

かの町会でまとまった町会連合会というのが、この区にはあります。最初に、連合町会長

会議というのがありまして、そちらのほうで消防職員が共同購入について説明し、各町会

に持ち帰って検討してもらいました。事例３と４にあっては、全ての町会で共同購入の意

向があったことから、連合町会として共同購入を進めていきました。事例５のみ、ほかの

町会と足並みがそろわなかったので、１町会が単独で実施しました。 

 事例１、２と同じように、２～３回の打ち合わせ後、消防で作成したチラシを回覧し、
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募集をしました。どの事例も、購入に至るまでは約半年ほどの期間を要しました。 

 次に、（２）モデル消防署及び共同購入実施長会からの意見として、推奨と課題を御説

明いたします。 

 消防署からの推奨事項としては、義務化当時に共同購入実績があった町会は、前向きに

検討してもらえたこと。事前に説明資料を用意したことで、わかりやすい説明ができたこ

と。町会長会議や役員会で説明することで、その場で疑問点や問題点を解決できたことが

挙げられています。 

 一方で、課題としては、多くの町会を有する消防署もあり、職員が分担して説明する際

には、統一した説明マニュアルのようなものがあればよかったという意見がありました。

また、町会の方が最も関心を持っているのは価格であることから、事前に価格を把握して

おく必要がありました。そのほか、住警器が一度も鳴動したことがないという世帯が多く、

関心を余り示さない参加者もいたことが挙げられています。 

 町会からの推奨事項としては、購入希望者の募集は町会の回覧板が効率がよかった。共

同購入により安価な価格を提示できて、多くの購入者希望者があったことが挙げられてい

ます。 

 課題としては、集金や配布など役員の負担が大きいこと。町会未加入者も多く、回覧板

だけでは伝わらないこと。消防機関が共同購入を進めることに疑問を感じること。交換時

に住警器の土台、ねじなどで取りつける土台をそのまま使えて、簡単に取り外し・取りつ

けができるようなものがあればよかったということが挙げられています。 

 また、共同購入に至らなかった町会の理由としては、町会役員の負担が大きいこと。補

助金がなく、全額個人負担となることに対して役員の理解が得られなかったこと。購入申

込書のみを町会内で回覧し、あとは各世帯で購入や受け取りなどができる仕組みがあれば

よかったことなどが挙げられています。 

 次に、全消防署で実施した広報について御説明します。広報の手段としては、横断幕や

チラシを各消防署で工夫して作成しました。また、防災訓練や自衛消防訓練での広報、イ

ンターネットや広報誌を活用した広報、総合的な防火防災診断での広報、スーパーの店頭

やホームセンターでの広報キャンペーンでの広報を実施しました。 

 資料をめくっていただくと３－５がございます。「鳴りますか？ 住宅用火災警報器 

交換目安は１０年です！」と書かれたものがあります。また、そのままめくっていただく

と、同じような内容で、さまざまなチラシが２枚入っております。各消防署でこのような
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チラシを作成して広報を行いました。 

 各消防署の意見としては、防災意識が高まっている防災訓練会場などで説明することで、

多くの参加者の関心を得ることができたこと。防災講話の機会に、近隣であった火災を知

らせるとともに、住警器の奏功事例を紹介することで、本体交換や共同購入についての重

要性を再認識してもらうことが挙げられています。 

 課題としては、消防職員が統一した広報ができるように、住宅用火災警報器の点検、交

換の広報マニュアルが必要だということ、説明用の住警器のモデルなどがあるとよいこと、

高齢者のひとり暮らしの方では購入しても取りつけられない方が多くいることが挙げられ

ています。 

 以上で説明を終わります。 

○関澤会長 それでは、ただいまの御説明に対しまして、何か御質問、御意見ありました

ら、どうぞお願いいたします 

○松本委員 松本でございます。お疲れさまです。こういうモデル消防署での試行の取り

組みはすごく貴重だと思います。 

 まず、ちょっと私の理解が悪かったところで、葛飾のＣ、Ｄは町連合会の全町会で共同

購入をしたけれども、Ｅ町会は、８つの連合町会の中の１つだけが共同購入だったという

ことでいいですか。 

○事務局（竹内） 全体の連合町会で説明したのですけれども、単独での実施となりまし

た。 

○松本委員 Ｃ連合町会とＤ連合町会は、町会全部が共同購入したと。８と４、１２町会

ですね。 

○事務局（竹内） Ｃにあっては８分の７です。Ｄは４分の４です。 

○松本委員 Ｅ町会というのは、Ｃ連合会の中の１つということですか。 

○事務局（竹内） 全く別です。Ｃ連合町会で８個の町会がありまして、Ｄ町会は４つの

町会が１個になっております。 

○松本委員 Ｅ町会は、連合会の中の１つなのですか。 

○事務局（竹内） そうです。別にまたＥ連合町会というのがあります。 

○松本委員 タイトルがＥ町会になっていますけれども、Ｅ連合町会があって、その中の

１つだけと。説明はいただいているのですけれども、ここはすごく興味があって、実際に

いろいろな町会と向き合って、確かに役員の負担が大きいなどはわかるのですけれども、
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もうちょっとうまく、賛同を得やすかったところと、得にくかったところですね。また別

の説明では、導入時に共同購入の経験があるところはもちろん理解が得やすかったという

こともあるのですけれども、この違いはどんなところにあったのか、もう少しお聞きした

いのですけれども。 

○事務局（小倉） モデル消防署のほうに聞いている範囲でございますが、実際にやって

いただいたところは、おっしゃっていただいたように、前回やっていただいたところです

とか、あるいはもともと防災に非常に興味・感心が高い町会長さんがいらっしゃるところ。

意思決定といいますか、町会でやる・やらないというところ、非常に重要な役割を担って

いるのが、やはり町会長さんということになります。初めの段階で御説明しても、興味の

ない方はそれで終わりといったところですし、興味がある方は、実際にもっとお話を聞い

ていただけるといった状況でございます。 

 あとは実際に、町会長さんでも、長年やられている方ですね。前回のことを知っている

方とか。町会によっては、輪番で何年ごとといった形でどんどん変わってしまうところも

あるのですが、雰囲気としては、そういったところですと、なかなか入りづらいといった

ところもございます。 

 あとは町会長さんが、地元のほうで区議会に参加されていたとか、地元に昔からいらっ

しゃる方といったところですと、比較的話が進みやすかったというように聞いております。 

○松本委員 やはり長く務めていらっしゃる方、自主防災会と一緒と別の場合があります

けれども、やはり長くやっているところのほうが、理解が得やすいというか、まとまりや

すいとか。あるいはおっしゃったのは、区議会議員さんがやっているようなところですか

ね。 

○事務局（小倉） そうですね。１つの事例は、元区議会議員の方が町会長さんでいらっ

しゃって、地元のいろいろな取り組みに対して非常に関心を持っておられる方がいらっし

ゃったところもございます。 

○松本委員 迷ったけれども、こんな一押しがあって、皆でやろうということになったと

か、そういう例というのはどうでしょうか。 

○事務局（小倉） 実際に、当初は余り乗り気でなかったところにつきましても、何度か

職員のほうで説明にお伺いして、ようやく動いていただいたところもございます。今回、

モデル事業ということで、いろいろな資料を各消防署で独自に工夫してつくってもらって

いるのですけれども、並行してといいますか、一番最初からそういった資料があれば、最
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初の段階で、皆さんによく御理解いただけたのかなというような課題としても考えられる

と思います。わかりやすい資料などを順次つくりながら、何回も御説明して動いていただ

いたという町会もあったというように聞いております。 

○松本委員 わかりました。ありがとうございました。 

○関澤会長 ほかはいかがでしょうか。 

○廣井会長代行 ちょっと私、わからないのが、事例３のＣ連合町会、７，０８２世帯で

発注したのは３００個ですかね、結構少ないと思うのですけれども。それぞれの事例で幾

つ共同購入を実現できたかどうかも重要なのですけれども、その結果どれぐらいの世帯が

住警器を入れてくれたのかというところも、きちんと比較の目的関数として見ないといけ

ないと思っていまして、これだけ５つの事例でやられたので、どういう共同購入の仕方が、

どれぐらいの量につながったのかとか、後ろのほうでチラシもありましたけれども、どう

いうチラシがそもそもよかったのかというのは、町会の人に聞くのではなくて、できれば

購入の意思決定をされた方とか、購入しなかった方に聞いたほうがいいような気がするの

です。共同購入を成立させるというのは非常に重要なのですが、いってみれば、５％ぐら

いしか買ってくれていないわけですよね。しかも、これって別に町内会に入っていない人

ではなくて、ちゃんと町内会の中にいる人で、そういう意味ではかなり低いのではないの

かなと思うのですけれども、そのあたり、この試行結果をこの先どのように政策的なイン

プリケーションみたいなものを導き出すかというような、そういう方針についてお伺いし

たいのですけれども。 

○事務局（小倉） まず、事例３のＣ連合町会につきましては、７，０８２世帯あって、

３２８個ということで……。 

○廣井会長代行 要するに、複数つけるじゃないですか。 

○事務局（小倉） そうです。世帯で割ると、恐らく１００とか。 

○廣井会長代行 １００世帯とかですよね。 

○事務局（小倉） ３つとか４つですので、８０～１００ぐらいになると思います。ほか

の町会につきましては、まだ配布途中ですので実態はわからないところなのですけれども、

こちらも追って調査はしたいと思います。会長代行がおっしゃられたように、実際に買っ

た方、買わなかった方の声も聞いていく必要があるかなと思っております。そこら辺のお

話をお伺いしてからということになるかと思うのですけれども、今回の町会単位での共同

購入は、確かにおっしゃるように、まとめて交換できれば、それなりの効果もありますし、
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１０年後の交換時期もそろうといったところもございます。 

 もう一つ、私どもとして考えましたのは、自分たちで出かけて買いに行ったり、あるい

はインターネットの通販で買ったりできないような方々、ひとり暮らしの高齢者の方など

についても、特に町会の方が御存じの方もいらっしゃると思いますので、そういった方々

に、もしこういったものを買っていただいているのであれば、数は少なくてもそこら辺の

効果はあるのかなというようには考えておりますので、今後その内容については、もう一

度分析はしたいと思います。 

○廣井会長代行 ぜひ、その１００世帯が町内会の中でどういう位置づけなのかと、あと

住警器を設置してもらう施策の中でどういう位置づけなのかを、ちょっと調べていただき

たいと思います。ありがとうございます。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。 

○関澤会長 ほかに御質問ありますでしょうか。 

○渡辺委員 町会からの意見のところで、課題のところの一番下なのですけれども、④で

「住宅用火災警報器の受けパーツ（土台）がそのまま使えた方がよい」という表現があり

ますけれども、これは１０年前の土台が使えないという意味合いと理解してよろしいです

か。 

○事務局（小倉） そうですね、規格になっていないのかなと思います。ほかの会社の物

ですとか、あるいは同じ会社の物でも、場合によるとつかない。基本的に売っているもの

は土台セットで売っていますので、ばらばらでは売っていないということです。 

○渡辺委員 そうすると、場所の問題等もあるのでしょうけれども、以前、１０年前につ

けていただいた方が、また新たにつけるということになると、場所的なことを考えた場合、

そこしかないということではないかもしれないけれども、土台も取り外して新たにつける

ということで理解していいわけですね。 

○事務局（小倉） そうですね。恐らく皆さん、家をできるだけ傷つけたくないとか、外

すのが面倒だったりといったこともあると思いますので、使えるものは使いたいという御

意見だと理解しております。 

○関澤会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 ほかにもまだあるかと思いますけれども、私から一つお聞きしたいのですが、廣井委員

からもありましたけれども、共同購入という言葉で、町内会を通じて共同購入したほうが

安くなるというメリットで申し込まれた方がいらっしゃるということだと思いますけれど
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も。町会活動、私も最近、細々ながらお手伝いしたりするときがあると、共同購入という

のは結構いろいろな場面でしているので、その一環かなという気もいたします。そういう

意味では、これは確かにモデル事業なのですけれども、５％にもならなくて、実際には１

～２％程度ということで、コロナウイルス程度のものしかないという感じなのですけれど

も、そこをもう少し大きく広げていく方策も何か検討されるほうがいいかなという気はし

ます。 

 ちなみに、メリットとして、価格が安くなるというふうに書いてあるのですけれども、

個人が買う場合と、これだけお安くなるのですよという意味でのアピールは、どのぐらい

ディスカウントになるのでしょうか。 

○事務局（小倉） メーカーにもよりますけれども、数百円程度かと思います。 

○関澤会長 ３００個買っても、数百円。 

○事務局（小倉） １個当たりです。 

○関澤会長 もちろん。ちょっとインセンティブになりにくいですね。そういう意味では、

私ばかりしゃべって申しわけないのですけれども、１つには、受けパーツが各メーカーで

違うとか、共同購入した場合のメリットが、期待したほど、５，０００円とか６，０００

円しますので、それも５％以下みたいな感じだと思うのですけれども。東京消防庁は全国

で一番大きい消防本部であり、影響力も大きいので、ぜひ本協議会を通じて、あるいは消

防庁、国でもいいのですけれども、今日御参加いただいている火報工業会にも、まずは各

メーカーでの受け台の統一を図ってくださいと。それから、共同購入のときにはお安くな

るように、もうちょっと勉強してくれないかと。そうすると普及しますよということも、

どんどん言っていったほうがいいのではないかと思います。よろしくお願いいたします。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。 

○関澤会長 ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 

（３）モデル消防署での試行を踏まえた共同購入の推進 

 

○関澤会長 それでは、続きまして、関連する事項でもありますので、（３）「モデル消

防署での試行を踏まえた共同購入の推進」について説明をお願いいたします。 

○事務局（小倉） 私のほうから説明させていただきます。資料４をご覧いただきたいと

思います。 
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 今回は、先ほど申し上げましたとおり、２つの消防署の管内で、町会単位あるいは連合

町会単位での共同購入の試行を行いました。今回の実施に当たりまして、幾つか課題とい

ったものも挙がってまいりましたので、今後、全庁的に展開するに当たって、方向性とし

て整理したものでございます。 

 １つ目が、共同購入推進に当たっての消防職員用資料（マニュアル）の作成でございま

す。資料４－２もあわせてご覧いただきたいと思います。町会単位での共同購入を推進す

るに当たっては、さまざまな機会、また、さまざまな対象の方に説明する場面が出てまい

ります。今回の場合でも、先ほどの資料３のとおりでございました。例えば、１つの連合

町会で町会長の皆さんが集まる場で御説明して、その後、各町会長さんに個別にさらに御

説明、また町会の役員や防災部員に御説明したり、場合によっては購入に興味を持った方

への説明といった場面が多くございます。 

 これが１つの町会だけでやるのであればよいのですけれども、消防署の管内で広く進め

ようとすると、かなりの労力、時間、また人数が必要となってまいります。場合によって

は、消防署の本来の住宅防火対策担当以外の職員も説明に当たる場合も考えられますし、

モデル消防署からも統一したマニュアルの必要性ということの要望もございました。 

 そこで、消防職員が住宅用火災警報器の本体交換の必要性を理解しまして、また町会、

自治会での意思決定の仕組みなどを理解した上で、同じ認識のもとに説明に当たるための

マニュアルを作成する必要があるものでございます。 

 現時点では、資料４－２のような、目次程度でございますけれども、今後、内容を詰め

てまいりたいと考えております。構成につきましては、現在、日本火災報知器工業会さん

のほうでも資料作成中とお聞きしておりまして、そちらのほうも参考にさせていただきな

がら、独自のものといった形でつくっているところでございます。 

 前半は、住宅火災の概要ですとか、基準の概要。それから中ほど、星印があるところは

説明のパターンといったところで、これはいろいろなパターンが出てくると思うのですけ

れども、各町会の特性に合ったパターンで、こういった感じで、何度も説明が出てきます

よといったところをまとめてまいりたいと考えております。 

 １枚目、資料４にお戻りください。続いて、共同購入が実現しなかった町会への働きか

けでございます。モデル事業では、各消防署の職員にとても頑張っていただいて、実際に

町会に何十回も行って、話をしていただいています。ある程度の成果を上げることができ

たとは思っております。しかしながら、先ほどもお話がありましたとおり、今回、共同購
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入に至ったのは管内町会のごく一部ということも事実でございます。 

 また、共同購入を実施した場合、実施した町会また世帯は、共同購入によって機器も交

換できましたし、１０年後の交換時期がそろうというメリットも受けることができますが、

共同購入しなかった多くの方は、このメリットを受けられないことになりますので、そう

いった世帯へのフォローが必要と思われます。 

 共同購入に至らなかった町会ですが、先ほどの実施結果の説明でもありましたとおり、

町会役員への負担を考慮して、そもそも初期の段階で考えないといったところも多くあり

ました。そこで、先ほども少し申し上げましたけれども、できるだけ町会側の負担を軽減

するために、説明に当たっては、共同購入のメリットの説明のみならず、こういった流れ

でやるのですよといったフローですとか、あるいは町会内での役割分担、こうしていただ

いたほうがいいですよといったアドバイスも含めながら、また、あらかじめ共同購入募集

用のチラシですとか回覧板のフォーマット、こういった形でやればやりやすいですよとい

ったことでお示ししながら、できるだけ町会の負担を軽減しながら粘り強い働きかけを行

ってまいる必要があると考えております。 

 ３つ目でございます。町会単位での共同購入に参加できない世帯等への働きかけでござ

います。今回は、町会単位での共同購入ということでモデル事業では行いました。しかし

ながら、これに参加できない方ですとか町会未加入世帯へのフォローといったものが、や

はり必要になるかと思います。町会単位での共同購入の場合、価格を下げるといった点を

考慮しますと、購入できる機器がある程度限定されてきてしまいます。第２回のときにお

示ししましたような聴覚障害者の皆様向けの振動機能ですとかフラッシュ機能などの付加

機能、室内信号装置との接続が聴覚障害者の皆様は必要となりますので、町会単位での共

同購入では、なかなかこういった希望の機器を購入できない場合もあると考えられます。

こういった場合には、例えば障害者団体などの団体単位での共同購入も有効になるのでは

ないかと考えております。 

 なお、聴覚障害者向けの住宅用火災警報器を扱うメーカーに事前に確認しましたところ、

こういった団体単位での共同購入についても検討していただくことは可能ということで回

答をいただいておりますので、御報告いたします。 

 また、このほか、前回、廣井会長代行よりお話がありましたように、ＰＴＡですとか勤

め先の会社、あるいはスポーツ、文化活動の団体、こういった町会以外への団体への働き

かけ、集団購入の試みといったことも必要と考えております。 
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 次に、４でございます。取付支援体制についてでございます。今回、モデル事業では、

１町会で町会の青年部による取付支援が行われる予定となっております。他の町会につき

ましては、町会役員の負担ですとか、あるいは取付費用がネックとなりまして、原則とし

て購入した本人による設置という方法となっております。 

 前回の会議におきまして、関澤会長から、消防職員による取付支援の試行をやってみた

らどうかという御提言もございました。こちらにつきましても、モデル消防署とも検討し

たところなのですけれども、共同購入ということで、当初、取りつけ数が多くなることが

予想されましたので、モデル事業では職員による取りつけは実施しておりません。また、

今後も共同購入を進める際には、同様に数が多くなるといった状況も考えられますので、

基本的には、町会には青年部ですとか防災部などの共助による支援体制を可能な範囲でや

っていただくことを進めるとともに、区市町村で一部実施している補助事業のメニューと

しまして、取付支援の導入についても、今後、区市町村に対して要望等してまいりたいと

考えております。 

 最後に、５の費用負担の軽減についてでございます。先ほど会長からもお話がありまし

たとおり、共同購入を進める中で皆様の関心が特に高かったのが、価格に関するものでご

ざいました。これにつきましては、先ほど会長がおっしゃったように共同購入の推進をど

んどん進めて、また、ほかに働きかけることによって本体価格の低価格化の実現を目指す

とともに、先ほどと同様ですけれども、区市町村の補助事業の拡充等を働きかけてまいり

たいと思います。 

 続いて、資料を２枚おめくりいただきまして、資料４－３をごらんいただきたいと思い

ます。今回の会議を踏まえまして、モデル事業を踏まえて、春の火災予防運動から、東京

消防庁管内のモデル消防署以外の消防署でも共同購入を実施してまいりたいと思います。

今回のモデル事業で、幾つか町会の意思決定の流れというものも非常に参考になる事例が

ありましたので、今後３月から６月ごろ、町会の皆さんが集まる機会、総会等の機会を活

用しまして働きかけに着手いたしまして、その後はモデル署の事例を参考に調整を進めて

まいります。 

 なお、モデル事業を開始する時点で、ほかの消防署につきましても、ぜひこういった共

同購入を進められるところは進めてくださいということでお願いしておりまして、幾つか

既に着手しているところがございます。今回のモデル事業の事例とあわせまして、協議会

の最終的な報告書のほうには、そちらの事例も踏まえた報告といった形で載せていきたい
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と考えております。 

 説明は以上でございます。 

○関澤会長 ありがとうございました。ただいまの御説明に対しまして御質問、御意見ご

ざいましたら、どうぞお願いいたします。 

○小澤委員 小澤でございます。消防署の職員の方が、それぞれの町自治会に出向いて、

１０年たったら取りかえてください、共同購入をするとこんなにメリットと、メリットは

先ほど委員長がおっしゃったように、もっと幅が出てくるといいと思うのですが、メリッ

トがありますよと熱心に説明をされていると思うのですけれども、そもそもその前提とし

て、住宅用火災警報器がなぜ必要なのか、それを取りつけることによって、こういう奏功

事例がありましたよということを具体的に説明することも必要ではないかなと思います。

そういう具体的な事例を町会長さんが知れば、また、それぞれの町会に戻って各住民の方

にもお話ができると思います。 

 資料３、事例５の下の（２）の課題の③のところに、「住宅用火災警報器が一度も鳴動

したことがないという世帯も多く、関心を示さない参加者もいた」という文章があります。

一度も鳴動したことがないというのは、そのおうちから一度も火事が出ていないというこ

とで、それは大変に幸せなことなのですよと。一回火事が出たら本当に大変な惨状になっ

てしまうというようなことも含めて、住宅用火災警報器は必要なのだな、それぞれの部屋

にもつけなければいけないのだということを、もっと理解していただけるような工夫が必

要かなと思いました。 

 以上です。 

○関澤会長 貴重な御意見ありがとうございました。ほかにはありませんでしょうか。 

○廣井会長代行 済みません、さっきの繰り返しになるのですけれども、やはり費用負担

の問題なのですかね。確かに高いと思うのですけれども、一回、その人は買っているので

すよね。一回買っていて、しかもある程度、１０年たって安くなって、それで１～２％、

コアの人ですよね、多分。１～２％は、さすがに再購入の数値としては低過ぎるのではな

いかと思って。価格の問題なのか、あるいはさっき小澤さんがおっしゃったように、そも

そも１０年たったら交換するということ自体を、この共同購入のプロセスで理解してもら

えなかったのか。あるいは、一回買って鳴動しないものは不要だと思ってしまうものなの

か、あるいは１０年前と比べて日本が貧乏になったとか、いろいろあると思うのですけれ

ども、何でこんなに低いのかということを、もうちょっとつまびらかにしていただいたほ
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うがいいと思うのですけれども。３月に、これをこのままの章立てでマニュアルをつくる

というのは、ちょっと早過ぎるのではないかなと私は思いまして。何でこんなに低いのか、

共同購入ですらこんなに低いのかというところを、きちんと把握していただきたいと思う

のです。スケジュール感的に、いかがですかね。３月にマニュアルをつくって出さなけれ

ばいけないというのはフィックスなのですかね。 

○事務局（小倉） おっしゃるとおり、そういった分析も必要かなと思いますが、事務局

としましても、もうちょっと事例が欲しいなというのが正直なところでございます。今回

は５町会しかなかったですし、前回、いろいろな地域特性を持ったところでやってみたほ

うがいいですよということだったのですけれども、消防署のいろいろな事情で特別区の２

つの消防署のみになったという事情もございます。 

○廣井会長代行 ここまで低かった理由みたいなのを幾つか仮説として挙げて、担当者の

方にちょっと聞いてみて、１０年たったら交換するというのは本当に理解されていたのか

どうかとか。あと、同じ物を同じ値段で買わないよねなのか、本当は価格が高いという御

意見が多かったのか。それだけはちょっと把握したほうが。ここに費用負担の軽減と、そ

れだけが出てしまうのは、少し間違ったというか、違った見解を生んでしまうかなと懸念

しているのですけれども。済みません、何かしつこくて。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。この課題も、今回のモデル事業の５事例から

だけ持ってきたものですので、仮の課題といったところだと認識しておりますので、おっ

しゃるように、もうちょっと追求した形の検討も必要というようには考えております。 

○池上委員 池上です。関澤先生もなのですが、私も、地域の防火防災功労賞制度という

のが平成１６年に東京消防庁で発足して、ずっと選考委員をしているのです。ちょうど１

０年前に優良賞をとったなぎさニュータウンという、多分御存じの方もいらっしゃると思

いますが、江戸川区でなぎさ防災会というのを自分たちで立ち上げて、何千人ですかね、

かなり多くの住宅があるところなのですが、ちょうど運よく今の防災会の会長に先週お目

にかかることができて、「１０年たったけれども、それ以後どうなっている？」と言った

ら、既に見積りを出して３，５００個注文しているのですよ。見積書ももらってきてしま

ったからといって私にくださったのですが、値段もはっきりしているのです。 

 ここの特徴は、管理組合が１０年前も３，５００個買いまして住民に貸与している。貸

しているのですよ。住民自身は毎月の町会費というか、管理費というか、そういうものを

とって、その中からまとめて出すよということで非常に理解は受けやすい。非常に努力を
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しているのですよね。１０年前、５回に分けて開催した住民説明会とか、器具の配布と同

意書もちゃんと提出している。確かに貸しましたよ、１０年後はお返ししますとか、とに

かくそういうものもしている。見積書が平成３１年２月６日ですから、昨年ですよね。昨

年の２月６日には専門のところからとって、ここで見ますと、住宅火災警報器の取付作業

費も含めているのです。もちろん交通運搬費、古いものの廃棄代も入っているのですね。 

○関澤会長 １個当たり、幾らぐらいですか。 

○池上委員 １個当たりの単価は２，９００円になっています。 

○関澤会長 安いですね。 

○池上委員 安いですか。ふだん幾らなのか、知らないですけれども。 

○関澤会長 それでないと買う気にならない。 

○池上委員 なるほど。３，５００個で、２，９００円になっているのですね。送料も５

万円ぐらいかかるのですが、こういったものを全部管理費の中から払って、住民には貸与

するよと。そのときの同意書も全部取り交わしてということで。地域の防火防災功労賞の

優良賞を１０年前にとっているのですが、引き続き１０年後もどうなっているかなと思っ

て問い合わせをしたら、こういう返事が来た。こういういい見本がありますので、ぜひこ

んなところもあるよというのを、それこそ広報のときにチラシなり何なり、参考資料とし

ておつけになるのもいいと思いまして、御紹介しました。 

 それから、もう一点。先ほど、各町会等では取りつけをする人がいない、特に高齢者の

場合はいないというお話がありましたよね。やはり１０年前に、私の記憶だと、消防団の

方とか、災害時支援ボランティアとか、もちろん町会役員の方たちが取りつけをしている

写真もつけて応募なさった例もあるのですね。ですから、ちょっと書類を見てくださると、

そういった町内会もあるので、個数が少ない場合でも、そうやって努力をしているところ

もあるし、全くされていないところもあるということも、ちょっと御理解いただきたいと

思います。 

 以上です。 

○関澤会長 大変貴重な例を御紹介いただきまして、ありがとうございます。少しだけ解

説いたしますと、貸すというところにヒントがあって、管理組合費で買って、７，０００

人だから、多分全戸の分を買って、全戸に配るよというときに、私は要りませんというの

はいないのですよね。ただでもらえるなら、それはもらうわといって。なので、３，５０

０個買えると。しかも管理組合が管理しているので、１０年後に一斉に引き取って、今度
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が１０年目だったのですけれども、また新しいものを貸与しますよという方法をとってい

るところにヒントがありますね。 

 別の例でいうと、可搬ポンプとスタンドパイプの４０ｍｍホースを大阪市消防局のもの

にして、各町内会の倉庫に貸与しているのですよ。管理も大阪市消防局、使うのも大阪市

消防のＯＢが地域消防団として使うということで、これはちょっと自主防の成長につなが

らないですけれども、管理とか使用に関しては、ずっと役所が管理しているので、思いは

すごくいい。それに似ているなという気がしました。 

 こうした例を、むしろモデル消防署以外も含めて、各町内会にも、管理組合費で買えな

いところも、一般の住宅地の町内会では難しいかもしれませんが、２，９００円というの

は実現しやすい感じですね。先ほどで言うと、幾らお安くなりますかというと、４割減ぐ

らいになったと思うのです。共同購入の例からいえば、５％未満ですけれども。ほかにも

ひょっとしたらこういう例があるかもしれないので。私、一言言いたかったのは、モデル

事業を実施した消防署だけでなしに、廣井さんが言っているように、全消防署とはいわな

くても、ある程度の消防署にサンプル調査をして、管内の町内会で共同購入を実施してい

るところがあるかどうか。先ほどのような、優れたいい例がないかどうか、そちらももう

少し探るべきではないでしょうか。 

 きょうの話を聞いていると、青年部の支援とか、消防署職員の取付支援は実施に至って

いないし、実際には余り安くなっていないという中で、安くなることを目指して３月から

取り組みますとおっしゃっていたのを聞いて、これは多分だめだなというような印象が物

すごく強かったのですけれども、今の話を聞いて、ちょっと取り組みの姿勢をギアアップ

したほうがいいのではないかという気もいたします。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。費用のほうはモデル消防署のほうでも、２，

０００円台ということは聞いておりますので、恐らく同じぐらいの値段で提供はさせてい

ただいているのかなと思います。 

 池上先生、貴重な資料をありがとうございました。こちらは皆様にお配りしてもよろし

いですか。 

○池上委員 構いません。 

○事務局（小倉） 会長がおっしゃられたように、今回のなぎさのように、こちらは葛西

消防署管内の事例のようなのですけれども、貸与というのは非常にすばらしい事例だなと

思います。そのほか今聞いているのが、民生・児童委員の方がきっかけとなって集団購入
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に向けた取り組みを始めたという事例も耳に入ってきております。３月に向けて、先ほど

申し上げたとおり、課題ありきではなくて、これからいろいろと丁寧に課題も拾いながら、

事例を集めていきたいなと考えております。ありがとうございます。 

○関澤会長 あと数分お時間がありますので、ほかに御意見のある方、いらっしゃいます

でしょうか。 

○唯藤委員 全日本ろうあ連盟の唯藤と申します。聞こえない立場で御意見を申し上げた

いと思います。御質問ですけれども、先ほど費用のお話がありましたが、聴覚障害者の場

合は別に付加機器、バイブとかフラッシュなどというものが一緒に必要になります。聴覚

障害者の場合には、値段がちょっと上がるということになるのではないかと思いますので、

その費用の部分でなかなか普及が進まないのではないかという懸念があります。 

 以上です。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。確かにフラッシュ機能ですとか振動機能がつ

いたものは、通常の単体のものよりも価格が高いという状況でございます。こちらにつき

ましても、先ほどそういった住警器を扱っているメーカーに確認しましたら、若干安くな

るといったところと、あと区市町村の補助事業ですとか、そういったところも活用しなが

らということも必要になるのかなとは思います。それにしても恐らく通常のものよりも高

いというのは、実際のところだと思います。 

○関澤会長 よろしいでしょうか。 

○唯藤委員 聴覚障害者だけではございませんが、さまざまな福祉機器というものがあり

ます。それは国または東京都が定めており、日常生活用具というものですけれども、福祉

対応の製品があります。例えばファックス、玄関のブザーで連動して光る機器というもの

です。それは所得に応じて負担金が決められます。そういうものの中に、この住警器も含

めていただければ解決に至るのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。日常生活用具の補助事業につきましては、詳

しい資料が手元にございませんので、参考にさせていただいて、働きかけられるようであ

れば、関係先に働きかけるといったことも検討させていただきたいと思います。ありがと

うございます。 

○関澤会長 ほかにございませんでしょうか。 

○粟野委員 東京都聴覚障害者連盟の粟野です。先日の会議と比べて、いろいろなデータ

等の御報告がありました。今、見て、１つ不安に感じたのは、町会ですね。町会に入って
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いない人、特に私たち聞こえない者は、聞こえないということもあって、お昼、恐らく回

覧板が回ってきたとしても、いなかったり、会っていないために、会費を払う機会がない

ために、町会に入っていないという人も多々いると思います。そのような方に対しての情

報提供はどうなっているのか。また、町会でこのような共同購入をして割引があるという

チラシがあったとしても、それを見て、町会に入っていない人でも、また町会に入ってい

ても、注文ができるのかという不安があります。その場合は、町会に入っていない人に対

しての支援、サポートなどという方法は何か考えられているのでしょうか。いかがでしょ

う。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。御意見いただいたとおり、町会に加入されて

いない方もいらっしゃいます。資料４－３のほうでも、そういった方へのフォローといっ

たものがやはり必要かなということで記載させていただいています。各種団体ですとか、

お勤め先といったものも含めまして、さまざまな形でのお知らせ、さまざまな手段、方法、

機会を使ってのお知らせが必要と考えております。 

○関澤会長 ありがとうございます。ほかによろしいでしょうか。 

 

（４）新たな広報施策（案） 

 

○関澤会長 それでは、（４）「新たな広報施策（案）」について事務局より御説明をお

願いいたします。 

○事務局（小倉） 御説明いたします。資料５をご覧いただきたいと思います。 

 共同購入等につきましては、先ほど、今後いろいろと課題を浮き彫りにしていく必要が

あると思いますけれども、それとあわせまして、先ほどのお話とも関連しますが、今後、

各種媒体を活用して、さまざまな形で広報を推進していく必要があると考えております。 

 今も町会に入っていない方の御不安といったこともございました。１つ目が相談窓口の

設置ということで、都民の方あるいは町会役員の方もそうですし、町会に入っていなくて、

町会でこういうことをやっているけれども、私たちはどうなのかといった御質問、御不安

もあると思います。そういった形で、住宅用火災警報器あるいは住宅防火に関することの

疑問を気軽に相談できる窓口といったものが、やはり必要になるのかなと思います。こち

らは今後の検討課題ですけれども、こういったことも必要になるかなという認識を持って

おります。 
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 ２つ目としまして、プロモーション映像を活用した広報といったことでございます。今

後、訴求効果の高いプロモーション映像などを作成しまして、いろいろな機会に放映する

ことで、先ほど１０年の交換の必要性を意識されていない方も多いのではないかといった

こともございますけれども、そういったものも広く訴えていきたいというように考えてお

ります。 

 あわせて３番目に記載しましたとおり、関係機関と連携して、さまざまな広報資料を活

用して、できるだけ多くの方に、住宅用火災警報器の交換ですとか奏功事例といったもの

が伝わるような工夫をしてまいりたいと思います。 

 資料５の説明は以上でございます。 

○関澤会長 ただいまの御説明に対しまして御質問、御意見などございましたら、どうぞ

お願いいたします。 

○唯藤委員 全日本ろうあ連盟の唯藤です。こちらにあるだけではなくて、いろいろなと

ころでもチラシなどに問い合わせ先などが書かれておりますが、ほとんどが電話対応にな

っておりますね。聴覚障害者の場合は電話ができませんので、ぜひファックス番号または

ホームページ等のメールなどについて記載していただきたいと思います。よろしくお願い

したいと思います。 

○事務局（小倉） 貴重な御意見ありがとうございます。 

○関澤会長 ほかはいかがでしょうか。まだ御発言のない委員の皆さん、ぜひ。 

○角谷委員 １２月に民生委員でかわりました角谷でございます。私は地元の千代田区の

委員なのですけれども、今までの１回目と２回目の資料をいただきまして全部目を通しま

して、千代田区ではどのようにやっているのか、区のほうに行きまして問い合わせをした

のですね。そして担当の方に御質問をしまして、回答としていただきましたら、１０年前

にこれをやりまして、そのときにはいろいろなところに、高齢者だけで住んでいる方、そ

れから障害者をお持ちの方、そういう方に優先的につけるということの報告を、皆さんに

郵送なり、いろいろ手を打ちました。そして、どうですかとなりましたら、お願いします

という回答が２０％弱ぐらいだったということがございました。それから今もう１０年た

ちまして、継続といたしましては、あとは個々で設置するなり、そういうのをよろしくお

願いいたしますということで、その活動は中止というか、廃止というか、そのときで終わ

りましたという返答をいただきました。たまたま、このときに民生委員の事務局の方に、

実はこうこうこうなので、こういうのをどこに尋ねたらいいのかと聞きましたら、その方
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が、千代田区ではなくて他区に住んでいらっしゃるのですけれども、御両親と一緒に住ん

でいるのですけれども、自分のうちも３つつけてもらいましたら、ここのところで「電池

切れです、電池切れです」と鳴りましたので、どうなのかと思いまして自分で脚立で登っ

てとってみましたら、これはもう全部取りかえなければいけないということなので、鳴る

のがうるさいからといって、線か何かを切って、ホームセンターに行きまして、どれがい

いのかわからないので聞きましたら、値段が何万するのから、いろいろ幅が広くて、自分

のうちにつけるにはどれがいいかと聞きまして買ってきましたら、この前の資料では大分

お値段もお安くなりましたと書いてありましたけれども、７千幾らしたとおっしゃってい

たのですよね。そういたしますと、あと２つございますから、またこの２つも早々「電池

切れです」というふうになると思うと、これもやはり自分たちで取りかえるのですねとい

うふうに、お話を伺ってまいりました。 

 以上です。 

○関澤会長 ありがとうございます。共同購入を町内会で熱心に活動しているところとか、

団地、マンションの管理組合などというところ以外は、今のお話の例が、ほとんど一般的

な現状だと思います。２，９００円とか２，０００円台と聞いて、私は逆にびっくりした

のですけれども、いわゆる街中にある電気量販店で棚に並んでいるものは、連動型ですと

今のお値段以上のものもあるし、安いものですと５，０００～６，０００円とかだったの

ですね。自分で買いに行くと。そういう意味でいうと、共同購入すると、がくんと安いと

いうメリットはあるので、もっと宣伝のしがいがあるのではないかなという気が、逆にい

たしました。やはり役所の窓口で、こういうルートで、あるいは町内会で共同購入すると

半額ぐらいになりますよというお話があったほうが、きっかけになるような気がしますね、

その話を聞きますと。 

○角谷委員 全然そういうのは知らなかった。 

○関澤会長 先にとってしまって済みません。いかがでしょうか。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。やはり各区市町村の取り組みによっても異な

るところもございますが、１０年前は、各区市町ともかなり熱心にやられていましたし、

現在でも残っているところもございます。ちょっとそこら辺の値段的なところまで調べて

いないのですけれども、参考にさせていただきたいと思います。 

○池上委員 一つ質問をいいですか。今の事務局からの御説明で、新たな広報施策のとこ

ろで、プロモーション映像のイメージというところがありますよね。ここで連動型の住警
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器についての御紹介はないのですか。実際高いのですが、先ほどの住宅火災による死者の

説明を聞いていますと、小澤委員がおっしゃっていたように、８３人亡くなったうちの４

１人が設置されていない。４２人が設置しているにもかかわらず亡くなっているというの

が現実ですよね。これって、鳴っているのですが、自分で身動きがとれない。多分寝たき

りの方たちというのも、たしか過去の事例で御紹介があったと思うのですが、そうであれ

ば、一般の住警器だけではなくて連動型のものも出回っていて、これだけ高齢化が進んで

いると、例えばひとりきりで住んでいても、お隣のうちと連動しているとか、いろいろな

方法があると思うのですけれども、そういった方法もあるということを。買う・買わない

は別にして、高くはなるのですが、これを実施していかないと今後ますます死者はふえて

いくと思うのですね。ぜひお考えいただきたいと思います。 

 以上です。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。池上委員がおっしゃったように、連動式のも

のはかなり高価だと認識しておりますので、検討させていただきたいと思います。ありが

とうございます。 

○粟野委員 東京都聴覚障害者連盟の粟野です。実を申し上げますと、私も何年か前にこ

のお知らせをいただいて、初めて私も自分の家に警報器をつけて、１０年は過ぎたなと気

がついているところです。今でも覚えているのが、平成１６年に消防法の改正がございま

して、そのとき義務となりました。その後、平成１８年に新しく家を建てるときにはつけ

ることが義務になった。その後、昔の古いおうちの場合にも必ずつけることが義務になっ

た。そういうことでつけていたのですけれども、１０年を過ぎまして、全然気がつきませ

んでした。多分皆さんも気がつかないままに、かえることを忘れ、そのままになっている

という方もたくさんいるのではないかと想像いたします。このように、積極的に目立つと

ころにこういったチラシがあれば気がつくかもしれませんが、各区市町村がそれぞれ、い

ろいろな場所の目立つところにないと、多分皆さん気がつかない方がたくさんいるのでは

ないかなと思います。 

 最近、私たちも新しいニュース、情報などが、スマホなどを通じて入ってまいります。

またＬＩＮＥ等もございまして、毎日いろいろなニュースが入ってまいります。例えばコ

ロナウイルスのこととか、テレビや新聞などを見る前に、まずスマホなどで情報をとると

いうことがございます。ですので、そういったことを考えると、東京消防庁のほうでも何

かＬＩＮＥのようなものでお知らせをするとか、そういった情報提供をするということ。
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そういうものもつくられると、こういった情報が入ってくるのではないかと思います。そ

して安心できるのではないかと思います。そういうことに気がついて、交換をするという

ことに気がついていくのではないかと思います。ＬＩＮＥなどを使って行う効果というも

のも考えていただければなと思って意見を出させていただきました。 

○事務局（小倉） 貴重な御意見ありがとうございます。東京消防庁でもＳＮＳを各種運

用しております。また、東京消防庁のアプリも始めておりますので、そういったいろいろ

な媒体を使った広報といったものも今後進めてまいりたいと思います。貴重な御意見あり

がとうございます。 

○松本委員 「新たな広報施策について（案）」の３に「関係機関と連携した広報」とあ

りまして、これは非常に大切なところだと思います。そこの枠の中に、イメージとして

「都民向けの広報資料の作成等」と１個しかなくてすごく寂しい感じがするのですが、皆

さんも重々認識されていて取り組んでいらっしゃると思うのですが、やはりほかの機関と

の連動。１０年前に導入したときに、多分、相当熱心にされたと思うのですけれども、改

めて１０年余りたったところで、もう一度協力してやる必要があると。その際に、やはり

高齢者のひとり暮らしとか、支援が必要な人とか、なかなか簡単には言えないのですけれ

ども、福祉部門の方たちとの協力という意味で、いわゆる一般的な防災については、地域

によっては、やはり福祉部門の方と防災部署が協力をして取り組んでいる先進自治体とい

うのも全国にあって、ある意味、防火も防災の一環ということも言えますし、ちょっと一

肌脱いでいただくというか、福祉部門の方に頑張っていただく。例えば包括支援センター

とか、ケアマネさんも家庭に入っていって、いろいろ高齢者、御家族に相談を受けていま

すから、そこで一言、こういうチラシを持っていって「おたくは大丈夫？」と声をかけて

いただくだけでも大分違うかなと。ヘルパーさんにお願いするのはどうなのか、よくわか

らないのですけれども、そういった取り組みをぜひ進めていただくということも盛り込ん

でいただければなと。きょうは都の高齢社会対策部の方もいらっしゃっていて、福祉の方

にも御意見を伺いたいのですけれども。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。 

○飛座様（下川オブザーバー代理） 東京都福祉保健局の飛座といいます。私のいる部署

は高齢社会対策部といいまして、高齢者施策を推進している部署でございます。今、お話

がありましたとおり、高齢者を支える総合相談窓口である地域包括支援センターですとか、

各自治体と連携して、防火防災を推進していければと思っております。今後も一層の連携
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をとっていきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。東京消防庁でも、防災安全課のほうで福祉を

専門に担当している係もございまして、日ごろから各種福祉関係の皆様とは連携を密にさ

せていただいておりますので、今回の事業につきましても、積極的に連携してまいりたい

と思います。ありがとうございます。 

○関澤会長 せっかくだから、国のオブザーバーの方にも。 

○吉田オブザーバー 消防庁の吉田と申します。私も消防庁で住宅用火災警報器の交換に

関して業務させていただいているところなのですが、やはり国の機関のほうも、この交換

期限を迎えているということに大変危機感を持っているところでございます。ただ、こう

いった共同購入といった地域に根差した活動につきましては、どちらかというと、地域の

自治体のほうが、得意な部分もあったりするのですが、消防庁としましては、お話のあり

ました広報用の資料の充実ですとか、あとは全国的な各業界団体と何かいい連携ができな

いかどうか、模索をしているところでございます。 

 また、先ほど、こういった交換を促すための一般の方の御意見というのも、今年度、小

規模なのですけれども、１０年を迎えた世帯を中心に、実際に交換したのか、していない

のかといった調査を予定していますので、こうした機会に、そうした結果もあわせてお示

しすることができればなと思っております。まだ、進展中ではございますが、引き続きお

願いできればと思います。 

 以上です。 

○関澤会長 ありがとうございました。では、初めての方から先にどうぞ。 

○小林委員 私は、先ほど福祉のということで声が挙がりましたので、手を挙げさせてい

ただきました。東京都介護支援専門員研究協議会の理事をさせていただいています。要は

ケアマネジャーの団体でございます。ですので、先ほど言いました地域包括支援センター

とか、ケアマネジャーが所属しています事業所とは連携がとれてございます。うちの法人

のところにも災害部会というのもありまして、今、一番話題に上がるのは昨年の台風１９

号のこともかなり意見として出ているのですけれども、もちろん防火というところも大切

なところだと思います。 

 そういう意味では、本当に現場の高齢者と接している私たちケアマネジャーのほうから

も意見を上げることも可能だと思います。なので、その辺で協力ができればというところ

と、今ずっとこのお話を聞いていて、私も現場で御高齢者を訪問させていただく担当のケ
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アマネジャーという部分で一つお話をさせていただくと、先ほどのなぎさタウンのところ

でうまくいった事例というのは、取りつけの支援がありましたよね。御購入をお勧めして

いただいても、実際に私の担当している方もそうなのですが、買ったまま置いてあるとい

うことがあるのです。それはやはり取りつけの支援がないのですね。例えば脚立に、御高

齢者の方が高いところに上れるのかといったら、それは危険ですからやめてくださいと、

私たちはとめる立場になってしまいます。やはりこのモデル事業の中で、なかなかうまく

いかなかったというのは、取りつけを御自分たちでというところもあったと思うのですね。

その辺のところはやはり支援不足だったのではないかなと、済みません、現場で働く者と

して感じさせていただきましたので、御意見として出させていただきました。 

○事務局（小倉） 現場の貴重な御意見ありがとうございます。 

○唯藤委員 全日本ろうあ連盟の唯藤です。また、ちょっと質問したいのですけれども、

こちらの２番にありますプロモーション映像ですけれども、こちらは字幕はつくのでしょ

うか。それを確認したいと思います。いかがでしょう。 

○事務局（小倉） 現時点では、これも検討段階といったところでございますので、実際

にいつごろできるといったものはございませんが、そういった点も考慮して検討を進めた

いと思います。 

○唯藤委員 よろしくお願いいたします。 

○事務局（小倉）ありがとうございます。 

○関澤会長 ほかにございませんでしょうか。 

 私、一つだけ。日本火災報知機工業会の方もいらっしゃっていますよね。取りつけも大

変なのですけれども、月々の作動点検もやらなければいけないのですが、ひもがついてい

るものもありますが、ちょっとみっともないので、デザイン上ないものが多いと思うので

すけれども、ああいったものはテレビのリモコンみたいに、湯気で鳴ってしまうときにす

ぐにとめたいというときに、リモコンで音をとめてリセットするとか、そういうことがあ

ると随分楽だなと思うのですが、そういった製品は開発されているのでしょうか。もし開

発されていないとすれば、今後、絶対にそれをやってほしいですね。そうでない限りは、

作動点検をしろと言っても、するほうが無理だと思います。よろしくお願いします。 

○山本委員 日本火災報知機工業会の山本です。お話がありました、リモコン等でやるの

が各メーカーでつくられているかといいますと、まだそこまでやられているものはなくて、

今後、各メーカーにお話をさせていただきたいと思います。この後に話されると思います
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住宅防火対策の将来構想についてにも、またそういうことが書いてありますので、ぜひこ

の話を持ち帰りまして、各メーカーとお話をさせていただければと思います。 

 以上です。 

○関澤会長 ありがとうございます。 

 

（５）住宅防火対策の将来構想 

 

○関澤会長 それでは、話がちょうどつながりましたので、（５）「住宅防火対策の将来

構想」について説明をお願いいたします。 

○事務局（小倉） 資料６、横版の資料をごらんいただきたいと思います。こちらは今ま

での共同購入ですとか広報といったものと、一旦切り離してお考えいただきたいところな

のですけれども、第２回協議会でも簡単なイメージ図をお示ししたのですが、今後ＩｏＴ

等の進展に伴いまして、住宅用火災警報器を始めとします住宅防火を取り巻く環境も大き

く変わっていくことが予想されます。そこで住宅防火の今後のあり方について、一部夢物

語的なところもあるかもしれないのですけれども、提言という形でまとめていきたいと考

えておりまして、検討いただく材料として今回お示ししました。こちらの内容は、具体的

にどこの関係する業界とか団体とか全く調整していない、本当のたたきの資料でございま

すので、ぜひ皆様から御意見をいただいて内容を詰めていきたいと思います。本日以降、

最終的な来年度の会議に向けて詰められるところについては関係する業界等にもお話しし

まして、具体的に書けるところは書いていきたいところに思っています。 

 それでは、一つずつ簡単に御説明させていただきます。 

 まず、左側です。住宅用火災警報器のあり方についてでございます。こちらは火災警報

器本体のあり方というイメージでございます。ここでは住宅用火災警報器の多様化に柔軟

に対応できる仕組みづくり、ＩｏＴによるさまざまな機器・機能との接続、ＡＩ搭載によ

る性能の改善の３つを挙げております。 

 まず１つ目、住宅用火災警報器の多様化に柔軟に対応できる仕組みづくりですが、今後

のＩｏＴやＡＩ等の多様化に柔軟に対応できる検定制度のようなものをイメージしており

ますが、こういった仕組みを提言できればと考えております。 

 続いて、ＩｏＴによるさまざまな機器・機能とＡＩ搭載による性能の改善ですが、今後、

防犯カメラですとかスマートメーターといった機器ですとか、あるいはスマート住宅、防
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犯、高齢者・子供の見守り等の機能との接続、さらにはＡＩのディープラーニングによる

火災・非火災の判定制度の向上、さらに、先ほども天井につけられないというお話もあり

ましたけれども、恐らくセンサーなどが今非常に進歩していますので、必ずしも天井につ

けなくとも、そういった火災を有効に関知できるものも技術的には可能なのではないかと

いったようなイメージも持っておりますので、こういったものの高性能化の実現が求めら

れてくると考えております。 

 次に、右側の住宅用火災警報器の維持管理のあり方でございます。今回の協議会の課題

の一つとしまして、先ほど来御意見でも上がっておりますが、１０年ごとの交換を御存じ

ない方も多いといったところ。また、これから毎年といいますか、毎日といいますか、１

０年を迎える機器が続々と出てくるといった状況で、今後もずっとこういった状況が続く

という課題がございます。１０年経過した機器が現状では放置されていることも予想され

ます。先ほども、線を切ってしまったというお話もありましたけれども、こういった実際

の火災の際に有効に機能を発揮しない状態に対して非常に危機感を持っているものでござ

います。 

 そこで、維持管理を自動的にといいますか、システムとして取り入れていくための幾つ

かのやり方ということで、１つ目が、所有者登録と点検・交換通知制度の導入を提言でき

ればと考えております。一部の家電製品、例えば浴室乾燥設備ですとか食器洗い乾燥機、

ガス関係といったものは、長期間の使用によって火災等の事故あるいは一酸化炭素事故を

発生させるおそれがあるということで特定保守製品に指定されておりまして、所有者登録

と一定期間経過後の点検通知の制度もございます。住宅用火災警報器につきましても、適

切に作動しない場合、人命に直接にかかわる機器ですので、購入設置時のユーザー登録、

１０年なり経過時のユーザーへの通知、お知らせの仕組みといったものもあったらいいの

ではないかというものでございます。 

 ２つ目は、多様な主体と連携した定期的な点検の実施でございます。住宅購入時や賃貸

住宅契約時には、重要事項説明等行われているかと思います。先日も、水災関係の危険度

といったものが重要事項説明に入るといった記事もございました。重要事項説明に入れる

かどうかは、ちょっと大きな話題になってしまいますけれども、引き渡し時ですとか契約

時に、住宅用火災警報器の取り扱いや定期的な点検、１０年での交換についての説明も、

あわせて実施していただくというようなことも提言できればと考えております。 

 また、住宅メーカーでは、新築から数年ごとに定期的な住宅の点検を実施している場合
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がございます。また、ガス会社では、ガス漏れ警報器の交換を定期的に実施していると聞

いております。こういった定期的に住宅を訪問あるいは点検する事業者と連携しまして、

その機会に住宅用火災警報器の定期的な点検あるいは交換を推進するという仕組みも提言

できればと考えております。 

 ３つ目、ＩｏＴによる機器の状態把握、こちらは左側のあり方のほうとも関連しますけ

れども、今後ＩｏＴ等の機能としまして、住警器の状態、正常に作動しているとか、壊れ

ているとか、電池切れといったものを、ユーザーあるいはメーカーの方が把握できる仕組

みがあってもいいのかなと考えております。 

 ４つ目が、「住宅部品点検の日」における点検の推進でございます。こちらは１０月１

０日、住宅の１０、点検のテンで１０月１０日ということでございますが、既にある日で

ございます。一般社団法人リビングアメニティ協会さんが推進しているものでございまし

て、これには火災報知機工業会さんも賛同されているということで、お名前を拝見してお

りますが、１０月１０日前後での点検を推進できればと考えております。 

 最後に、下の横長の箇所でございます。安全に生活できる住宅の評価のあり方について

でございます。「住宅防火対策の評価の仕組みづくり」と書いてございますが、住宅の評

価制度としましては、住宅性能評価という制度が既にございます。長期優良住宅などとい

ったものもございますけれども、当該制度の拡充ですとか、あるいは先進的な防火対策を

実施している住宅や、住宅用火災警報器の適切な維持管理を実施している住宅を公的に評

価できる仕組みがあればいいなと考えております。 

 以上が、今回お出しさせていただいた将来構想の提言のたたきとなります。ぜひ御意見

を頂戴できればと思います。よろしくお願いいたします。 

○関澤会長 ありがとうございました。それでは、皆さん、御質問、御意見をお願いいた

します。 

○池上委員 池上です。今の御説明を伺っていて、家具類の移動防止具といったらいいの

でしょうか、黄色い厚いマットを、引っ越し業者さんが、転勤等で多い時期に、新しい家

に家具を運ぶときに設置したという例があるのですね。それとともに、引っ越し業者さん

にも、行った先の住宅に住警器がちゃんとついているかということも一緒に点検していた

だくというか、推奨していただく。もしついていなかったら、つけてくださいというよう

なことを一緒にやっていただけると一つ効果があるかなと思いました。 

 以上です。 
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○事務局（小倉） ありがとうございます。 

○小澤委員 小澤です。とてもすばらしい構想なのですが、将来的にといって、時間はど

れぐらいの範囲でお考えなのでしょうか。例えばこれを読むと、今、ＡＩなどがどんどん

進化していますので、もうちょっと待ったらもっと便利な機器が出てくるかもしれないか

ら、今買いかえないで２年ぐらい様子を見るかなどというような住民も出てくるのではな

いかなと、これを読んで思いました。ですから、何年ぐらいの未来を想定されていらっし

ゃるのか、その辺をある程度はっきりされたほうがいいかなと思うのですが、いかがでし

ょうか。 

○事務局（小倉） ありがとうございます。住警器のあり方のほうは、法律とか、検定制

度のほうもございますので、短期的に実現できるかどうか、ちょっと不明な点もございま

すけれども、どちらかというと長期的な視点なのかなというように考えております。その

ほかの項目も、業界団体さんの自助努力でできるようなところは、すぐにでもやっていた

だきたいところもございますし、物によって時間的なものはさまざまだと考えております。 

○関澤会長 ほかはいかがでしょうか。 

○川井委員 東京都社会福祉協議会の川井と申します。素朴な疑問、質問になってしまう

のですが、そもそも初めの御報告で、この制度は法律上罰則があるわけでもない中で設置

義務化されているということで、それでも９割が設置されていることにまず驚きました。

自分自身はマンションに住んでいて、初めからスプリンクラーなどがついているので、ほ

とんど意識したことがなかったのですが、うちの一戸建てに住んでいる職員に聞いても、

やはり１０年ぐらい前に設置して、もう取りかえなければいけないとは思っているのです

というような話でしたので、やはり日本人は真面目だなとも感じたところなのですが、一

方で、やはり庶民としては、一般の家電がそうであるように、せっかくそれなりにお金も

払ってつけた以上は壊れるまで使いたいということが人情で、１０年と漠然と言われても、

まだ使えるのではないかとか、どう点検すればいいかということまで、わざわざ考えて、

なかなか行動しにくいというのが人情なのかなと思います。 

 そういう中で、質問なのですが、１０年が大体目安で、それ以降は交換したほうがいい

ということであれば、そのことをやはり法律化して交換義務もあるというふうにしないと、

１０年たって放ったらかしにして肝心なときに機能しなかったのでは、何のために設置し

たのか、あるいは何のために設置を義務化したのか、法律の趣旨も損なわれると思うので、

そういう検討というのはされていないのでしょうか。 
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○事務局（小倉） ありがとうございます。東京都の場合ですと、火災予防条例で設置の

規定がございまして、維持管理、それから交換についても、火災予防条例のほうで設けて

おります。交換のタイミングについては、交換期限が来たらといったところで、１０年と

は言えないといいますか、機器によって、場合によるとその前後といったものもございま

すので、機器ごとの交換期限が来たら取りかえてくださいという形では、今のところ載せ

ております。１０年というのは一般的な家電等を参考にしまして、あとは業界団体さんの

ほうでも、そういったことでお勧めされているということで、目安としてお勧めしている

ところですので、必ず１０年たったら交換してくださいというものではございません。 

○川井委員 何となく、その辺のファジーさが隘路になってしまうのかなと思うので、例

えばですが、機器ごとに国なり関係機関がつくった製造機器について、それぞれ貸与年数

が何年と定めて、その貸与年数を過ぎたらかえなければ義務に違反するというようなこと

なども考えないと、なかなか難しいのかなという気がしました。 

 済みません、もう一点なのですが、東京の実情を考えると圧倒的に集合住宅が多い。区

部で言ったって、たしか６割を超えるぐらいが集合住宅だと思いますし、角谷委員の地元

である千代田区は優に９割を超える住民の方は集合住宅に暮らしているので、集合住宅も

当然、設置義務は同じように網がかかっているということだったかと思いますが、実際に

は、マンションなどであれば初めからついていたりすることもあると思うので、その辺は

どのようになっているのか、お聞きしてもよろしいでしょうか。 

○事務局（小倉） 基準ということでしょうか。 

○川井委員 そうですね。あるいは、実際には、マンションなり集合住宅単位で設置され

ているのが普通なのか。それとも意外と設置されていなくて、個別の物件ごとに管理が任

されているのかだとか。 

○渡辺委員 東京都宅地建物取引業協会副専務の渡辺でございます。ちょうど１０年前を

思い出します。住宅に火災報知器を設置するのが決まったからということで、東京都本部

のほうから、つけるようにということがありましたけれども、具体的には、やはり大家さ

んのほうを説得してというのが大前提であります。こういうものについて国や東京都のほ

うから大家さんに言ったところで、罰則だとか云々がないケースのほうが多いかと思うの

ですけれども、実態として、我々管理している者が大家さんを説得しながら、そんなに高

いものではありませんし、つけないで万が一があると、いわゆる財産が減価するじゃない

ですかと。評判が悪くなりますからつけましょうよというふうに積極的に大家さんを説得
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しまして、当然、大家さんのほうでは、つけていただくことは無理ですので、我々の業界

の人間がやった人もいるかもしれませんし、出入りの業者さんに、「全部注文するから安

くやってちょうだいよ」というところでやった結果かなというのが、私も、先ほど御指摘

にありました住宅の設置率９割というのは、そんなに進んだのだなというように感じてお

ります。 

 実際、その点で、さらに今後というところが、皆さん、先ほどからのお話にあろうかと

思います。今、宅建業界は、重要事項説明の話も出てきましたけれども、確かに重要な話

かとは思いますけれども、重要事項説明がどんどん煩雑化しておりまして、それよりも実

態として、我々業者が入居者及び家主さんの財産を守るという意味も含めて、そういった

ところに逆に特化した案内をつくる必要があるのかなというようには、先ほど来皆さんの

御質問をお聞きしながら、私は考えておりました。 

 先ほどの小澤さんの御意見の中で、とても興味があるなと思ったのは、２ページのとこ

ろにありました、いわゆる設備があったにもかかわらず死亡者が出たということでしょう

けれども、設備があって早目に感知したから死亡者が出ないとか、早目に処置ができて、

ぼやで済んだとか、そういったものを我々としては情報としていただけると、物すごく大

家さんに説明がしやすいなという感じを受けました。 

 我々の協会は、今、東京都で１万５，５００社ぐらいありまして、共同住宅というお話

がありましたけれども、ほぼ物件数の６割、７割ぐらいは、我々の協会の会員が管理して

いるのかなという感じがします。最近では、東京２３区のほうも、御存じのように、空き

家の対策の関係で、東京都も区のほうに大分そのような声をかけておりまして、その空き

家の実態についても詳しい情報が上がってきております。行政のほうにも、先ほど千代田

区への問い合わせ等の実態があったと思うのですけれども、行政との連携というのも、か

なり行政のほうは直前に、先ほど言いましたような理由で、ある程度の情報データを持っ

ている可能性もあるなという気がいたします。今回の新しい提案の中に、交換の通知制度

の問題とか、ユーザーの登録などというところも含めて、空き家の問題で所有者が明確に

ならないというところも随分上がってきておりますけれども、そういう側面からでも行政

と連携しながらというのが、これからずっと長く続けていくということには、やはり皆さ

んと同意見で必要かなという気がいたします。 

 以上です。 

○青木委員 今の委員のお話に一つ確認でつけ加えたいのですが、今、先ほど川井委員が
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おっしゃったように、世の中にマンションが多いということで、もともと住宅用火災警報

器の設置対象というのは、戸建ての住宅をターゲットにしたものでございました。心配の

自動火災報知設備は、一般的には共同住宅というのは５００㎡以上には法令で設置するこ

とになっておりまして、そういったものに対しては、通常の民間にある店舗などと同じよ

うに、１年ないしは３年で定期点検が法的に義務づけられております。 

 したがいまして、住宅用火災警報器等が９割というのは、マンションだとか何かという

のは法令的に設置されて、しかもそういったものについては法令的にも定期点検が行われ

ているということです。御承知のとおり、こういったところで業者がやっている、鳴る・

鳴らないというものですね。 

 ですから、これから我々がしっかりと対応していかなければいけないのは、５００㎡以

下の、戸建ての住宅もしかり、アパートの小さいものですね。こういったものは、先ほど

委員がおっしゃったように、家主さんなどに対して我々がきっちり物申して、点検をして

いかなければいけないというものはございます。そういった５００というのが一つござい

ますので、御承知おきください。 

○松本委員 一つ最後に、非常に根本的で、これまでの皆さんの努力のちゃぶ台返しでは

ない、それを言っちゃあみたいな話かもしれませんが、火災警報器の設置及び維持管理の

義務は、管理者、占有者、所有者で、優先劣後はないということで、契約時などに取り決

めたり、話し合いをして決めるという整理だったと思います。これを素朴に考えると、賃

貸住宅の場合、やはりこれは大家さんの責任ではないですかね。耐震性の問題、防火性能

の問題、人さまにお貸しして命をある意味預かるという意味で、精神から言えば、耐震性、

防火性能、この警報器の設置や維持管理というのも、私は大家さんの責任ではないかなと

思っていて。今までの経緯があって、積み重ねてきてここまで来ていると思うのですけれ

ども、やはりそこをもう一度、原点に返るというか、シンプルに考えて、そういうニュア

ンスもこの将来構想の提言に書き込むことはできないかなと。 

 重要事項説明というのがありましたけれども、重要事項説明という話ではないと思いま

す。もっと根本的な話。水害のハザードマップの重要事項説明も、僕は実はどうかと思っ

ているのですけれどもね。根本の問題は、そこにあるのではないかというのを私の意見と

して述べさせていただきました。 

○事務局（小倉） 貴重な意見、ありがとうございます。 

○廣井会長代行 これは多分議論が必要な話なのですけれども、左側の住宅用火災警報器
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のあり方について、基本的にはＩｏＴも含めて、機能をふやしていこうという流れなので

すよね。さっき池上さんがおっしゃったように、確かにこれから高齢化するので、多機能

なものというのは多分ウェルカムなのです。なので、前回この資料を見せていただいたら、

ああ、そうだなと思ったのですけれども、きょうの資料を見ると、機能が多くて高い物で

はなくて、むしろ廉価で長寿命な物のほうがよいのではないかなという気も、ちょっとし

てくるのですよね。 

 なので、いろいろな物を選べればいいと思うのですが、ＡＩを使うとか、一部の人には

もしかしたら無駄な機能かもしれないので、もっと着実に廉価で長持ちするものを、きち

んと技術開発をエンカレッジするという方針も、どこかで盛り込んでいただきたい。ただ、

そうなると、また廉価なもので済ませてしまうと思うので、バランスはなかなか難しいの

ですけれども、ちょっときょうの資料を見ると、１０年間で買いかえて、また１０年後も

これをやるのかという話になるので、やはりそちらの方面の技術開発も必要なのではない

かなという気がちょっといたしました。 

○関澤会長 つけ加えますと、そもそも１０年寿命などという話は、最初に義務設置、あ

るいは国が義務設置を決める前に東京都は先んじて、東京都の消防総監が旗を振って、全

国に先駆けて、まず東京都で普及が始まったのですね。そのときは別に期限などを切って

いなくて、外国製品でもいいというか、電池の寿命だけで決まっていたみたいなところが

あったのが、５年寿命の電池、その後義務設置になってからは、ほぼ全国的に、海外製品

でない限りは、日本検定協会の鑑定品として１０年寿命の電池をつけるようになったので、

１０年をめどにと言われるようになったのですよ。 

 １０年という話は、新しく統一的に１０年電池が入るようになってから１０年で、最初

は電池寿命が切れますから交換しましょうねという話で、これまでも２０年近くやってい

ますから。変わってきたのが、電池だけ交換したらいいのですねという話になりまして、

その電池交換はどうしたらいいかというと、大変しち面倒くさい手続が要ることがわかり

まして、自分で交換できないのですよ。メーカーさんのほうは、大変面倒くさいから、本

体ごと新品にかえてくださいと言い出して、本体も１０年ぐらいをめどに機能が低下しま

すからという理屈づけで来て、それを曖昧にしたまま今に至っています。 

 明確に、最初から、電池と本体一体型で寿命が、１０年は短いので１５年物でいきます、

あるいは１２年物でいきますと、本来そうやられるべきなのですね。そうすると、電池が

きたからか、本体がきたからかなどということはなしに、寿命込みの本体ですということ
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にしないと一般的にはすごくわかりにくい。ここでも何度もそれは申し上げたけれども。

これも火報協会さん、あるいは国にお願いしたいのですけれども、その辺をすっきりさせ

ないと、非常にわかりにくい構造で説得しにくい。今も電池ということを必ず言っていま

す。電池の寿命が１０年をめどに、ということを必ず言っていまして、そうしたら電池だ

け交換したらいいのですよねという話になってしまいますので、その辺がやはり、東京都

も含めて、事務局である東消の住宅防火安全のところも、ここでの意見として、ぜひとも

そういうことも取り上げて、国または火報工業会さんに、その辺をもう少しすっきりした

整理で、一般の人にわかりやすく。今度の１０年の運動を起こしていることを機に、次回

に向けては何かそういう、あるいは一斉交換ができるような方向に向かっていかないと、

１０年後、２０年後に向けて、新しい取り組みになるのではないかと思います。ちょっと

余計なことを言いましたけれども、よろしくお願いいたします。 

○事務局（小倉） 貴重な御意見ありがとうございました。事務局からで大変恐縮なので

すけれども、会場の関係でお時間となりますので、よろしくお願いいたします。 

 

（６）その他 

 

○関澤会長 済みません。ちょっとお時間が押して申しわけなかったです。 

 では、最後に、事務局のほうから、（６）「その他」で何かございますでしょうか。 

○事務局（小倉） 今後の予定でございますけれども、先ほどいただいたさまざまな御意

見を踏まえまして、モデル事業あるいは事例も収集しつつ、また将来構想につきましても

関係機関の皆様と御相談させていただきながら詰めてまいりたいと思います。 

 次の協議会、第１５期としての最後の会議を予定しておりますが、こちらは４月から５

月ごろの開催を予定しております。その際には、最終的に報告書、提言ということでごら

んいただきまして、確認をいただきたいと考えております。日程等につきましては、改め

て調整させていただきます。よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○関澤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、本日の議事は全て終了いたしましたので、最後にまた事務局に進行をお返し

いたします。 
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４ 閉   会 

 

○事務局（小倉） 会長、進行ありがとうございました。本日の議事録につきましては、

ホームページの公開に先立ちまして、皆様にまた御確認いただきたいと思いますので、お

手数ですがよろしくお願いいたします。 

 本日は長時間にわたりまことにありがとうございました。 

 

午後４時２９分 閉会 
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